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産業振興課 

 

議案第８９号 指定管理者の指定について 

（港区立産業振興センター） 

 

１ 施設名称等 

施 設 名 称 所 在 地 

港区立産業振興センター 東京都港区芝五丁目３６番４号 

 

２ 事業者選定の経過 

  港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会で１事業者を選考した後、港区指

定管理者選定委員会の審議を経て指定管理者候補者を決定しました。応募事業者は、１事業

者でした。 

 

（１）港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会 

 氏  名 役  職  等 

委 員 長 田中 幹大 慶應義塾大学経済学部教授 

副委員長 白井 隆司 港区産業・地域振興支援部長 

委  員 真尾 淑子 国立大学法人東京科学大学特任教授 

委  員 

片倉 圭三 

（令和８年３月３１日まで） 公益財団法人東京都中小企業振興公社 

総合支援部 城南支社長 堀切川 祐子 

（令和８年４月１日から） 

委  員 寺戸 尚美 
港区産業・地域振興支援部観光政策 

担当課長 

 

（２）選考委員会の開催状況 

回 数 開催年月日 審議内容 

第１回 令和８年２月４日（水） 

候補者の選考方法について 

公募要項について 

選考基準について 

第２回 令和８年６月３０日（火） 
第一次審査通過者の決定について 

第二次審査基準について 

令和８年９月１５日 資料№２ 
区 民 文 教 常 任 委 員 会 
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第３回 令和８年７月１４日（火） 
第二次審査について 

候補者の決定について 

 

（３）港区指定管理者選定委員会 

令和８年７月３１日（金）に開催された令和８年度第６回港区指定管理者選定委員

会にて、港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会で選考された事業者が、

指定管理者候補者として選定されました。 

 

３ 選定された事業者 

名 称 みなと・キャンパス・リログループ 

代表団体 

名 称 特定非営利活動法人東京都港区中小企業経営支援協会 

代表者 理事 井上 善雄 

所在地 東京都港区西麻布二丁目１０番１号 

構成団体 

名 称 株式会社キャンパスクリエイト 

代表者 代表取締役社長 髙橋 めぐみ 

所在地 東京都調布市調布ケ丘一丁目５番１号 電気通信大学内 

構成団体 

名 称 株式会社リロクラブ 

代表者 代表取締役社長 河野 豪 

所在地 東京都新宿区新宿四丁目２番１８号 

 

４ 指定期間 

  令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年） 

 

５ 選定の理由 

（１）産業振興センターの開設当初から管理運営に携わり、中小企業支援や施設管理に関 

する実績を有しているほか、相談事業や伴走支援等を通じて知見やノウハウを蓄積し

てきました。これらの実績を踏まえ、安定した施設運営が見込まれる点を評価しまし

た。また、公認会計士による財務状況分析及び資金計画分析においても、指定期間を

通じた安定的な事業継続が可能であると認められました。 

（２）これまで蓄積してきた経営相談や企業支援の実績を活用し、相談履歴や企業課題を

継続的に分析することで、経営相談の質の向上と伴走支援の充実を図ることとしてい

ます。また、新たにＤＸ・ＡＩ活用出前相談や事業承継出前相談を実施するとともに、

相談情報をデータベース化し、従来の情報提供型から企業ごとの状況に応じた提案型

の支援へ発展させる提案が示されています。区内中小企業への支援実績が豊富であり、
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これまでの支援を通じて培った知識や経験を今後の事業運営に活用する姿勢が示され

ていることから、中小企業支援及び伴走支援の実効性が期待できるものと評価しまし

た。 

（３）ホームページの閲覧状況や貸室・機器利用実績などのデータを横断的に分析し、Ａ

Ｉを活用した広報を展開することで、施設利用の促進を図る提案となっています。ま

た、利用率の低い機器については活用事例の発信を強化するとともに、利用者同士が

情報交換できるオンラインコミュニティを構築し、新たな利用者の獲得につなげるこ

ととしています。さらに、利用者インタビュー動画の配信などにより、施設利用への

心理的なハードルを下げる取組も提案されています。これらの提案については、これ

までの施設運営を通じて把握した課題を十分に認識した上で、その改善に向けた具体

的な方向性が示されている点を高く評価しました。単なる現状維持ではなく、利用促

進に向けて新たな手法を積極的に取り入れようとする姿勢が期待できます。 

（４）港区の地域課題をテーマに、中高生が主体的に課題解決に取り組むプログラムをは 

じめ、大学生や若年層に対する起業家との交流機会の創出、さらには社会人向けの起

業家育成事業など、それぞれの成長段階に応じたアントレプレナー育成事業を継続的

に展開する提案が示されています。将来の港区産業を担う人材を育成するという明確

な方向性が示されていること、また、中高生を含む若年世代への継続的な育成を重視

していることから、事業の発展性や将来性が期待できるものと評価しました。 

（５）区内中小企業、スタートアップ、大学、研究機関、自治体等を結び付ける交流・連

携事業を推進することに加え、都市再開発に伴い新たに形成されるコミュニティとの

連携を強化し、ビジネスマッチングや共創イベントの開催につなげる提案が示されて

います。また、産業振興センターを核として田町・品川エリアのスタートアップ支援

機能をさらに高めていく考え方も示されています。これまでに築いてきた多様な主体

とのネットワークやパートナーシップを活用し、地域産業の活性化につなげようとす

る考え方が明確に示されていることを評価しました。 

（６）３者共同事業体としての専門性と総合力を有し、３者間において取組状況や区内事

業者の成長段階に応じた情報の共有を積極的に行うとともに、ＡＩシステムを活用し、

職員間のコミュニケーションや業務情報の円滑な共有を行うなど、連携を強化しよう

とする姿勢が示されている点を評価しました。 

 

６ 今後の予定 

  令和９年４月１日 指定管理者による管理運営の開始 
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令和８年７月１４日 

港区立産業振興センター指定管理者 

候補者選考委員会 
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はじめに 

 

 本報告書は、港区立産業振興センターの指定管理者候補者を選考するにあたり、「港区立

産業振興センター指定管理者候補者選考委員会」における審査の経過及び結果について報告

するものです。 

 

 港区が定めた「港区指定管理者制度運用指針」では、民間事業者等が持つノウハウやアイ

デア、専門性などを活用することにより、多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や

効率的で効果的な区民サービスの提供が可能となる施設については、積極的に指定管理者制

度の導入を進めるとしています。 

「港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会」は、このような視点を踏まえた

上で、産業振興センターの設置目的を最大限に生かし、効率的・効果的に区民サービスを提

供することができる候補者の選考を行いました。 

審査にあたっては、常に厳正さと公正さを確保するとともに、委員会として委員の総意の

下に結論を導き出すよう努めました。 

 

港区立産業振興センターの指定管理者候補者には、１事業者（３者共同事業体）から応募

がありました。選考委員会では、施設運営の安定性、共同事業体としての連携体制、事業の

具体性及び実現性等の観点から慎重に審査を行いました。 

選ばれた事業者には、港区立産業振興センター条例に定める目的の達成に向け、指定管理

者として十二分に力を発揮されることを強く期待します。 

 

 

 

 

令和８年７月１４日 

 

 

 

港区立産業振興センター指定管理者候補者 

選考委員会 

委員長  田 中 幹 大  
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Ⅰ 選考した指定管理者候補者について 

  

１ 指定管理者候補者 

名  称 みなと・キャンパス・リログループ（共同事業体） 

代表団体 

名 称：特定非営利活動法人東京都港区中小企業経営支援協会 

代表者：理事 井上 善雄 

所在地：東京都港区西麻布二丁目１０番１号 

構成団体 

名 称：株式会社キャンパスクリエイト 

代表者：代表取締役社長 髙橋 めぐみ 

所在地：東京都調布市調布ケ丘一丁目５番１号 電気通信大学内 

名 称：株式会社リロクラブ 

代表者：代表取締役社長 河野 豪 

所在地：東京都新宿区新宿四丁目２番１８号 

 

２ 対象施設 

施設の名称 所在地 

港区立産業振興センター 東京都港区芝五丁目３６番４号 

 

３ 指定期間  令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年） 

 

４ 選考の理由 

（１）施設運営の安定性と継続性  

産業振興センターの開設当初から管理運営に携わり、中小企業支援や施設管理に関する実 

績を有しているほか、相談事業や伴走支援等を通じて知見やノウハウを蓄積してきました。 

これらの実績を踏まえ、安定した施設運営が見込まれる点を評価しました。また、公認会計 

士による財務状況分析及び資金計画分析においても、指定期間を通じた安定的な事業継続が 

可能であると認められました。 

（２）経営相談の質の向上と伴走支援の充実 

これまで蓄積してきた経営相談や企業支援の実績を活用し、相談履歴や企業課題を継続的

に分析することで、経営相談の質の向上と伴走支援の充実を図ることとしています。また、

新たにＤＸ・ＡＩ活用出前相談や事業承継出前相談を実施するとともに、相談情報をデータ

ベース化し、従来の情報提供型から企業ごとの状況に応じた提案型の支援へ発展させる提案

が示されています。区内中小企業への支援実績が豊富であり、これまでの支援を通じて培っ

た知識や経験を今後の事業運営に活用する姿勢が示されていることから、中小企業支援及び

伴走支援の実効性が期待できるものと評価しました。 
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（３）施設利用の促進に向けた取組の充実 

ホームページの閲覧状況や貸室・機器利用実績などのデータを横断的に分析し、ＡＩを活

用した広報を展開することで、施設利用の促進を図る提案となっています。また、利用率の

低い機器については活用事例の発信を強化するとともに、利用者同士が情報交換できるオン

ラインコミュニティを構築し、新たな利用者の獲得につなげることとしています。さらに、

利用者インタビュー動画の配信などにより、施設利用への心理的なハードルを下げる取組も

提案されています。これらの提案については、これまでの施設運営を通じて把握した課題を

十分に認識した上で、その改善に向けた具体的な方向性が示されている点を高く評価しまし

た。単なる現状維持ではなく、利用促進に向けて新たな手法を積極的に取り入れようとする

姿勢が期待できます。 

（４）成長段階に応じたアントレプレナー育成事業の展開  

港区の地域課題をテーマに、中高生が主体的に課題解決に取り組むプログラムをはじめ、 

大学生や若年層に対する起業家との交流機会の創出、さらには社会人向けの起業家育成事業 

など、それぞれの成長段階に応じたアントレプレナー育成事業を継続的に展開する提案が示 

されています。将来の港区産業を担う人材を育成するという明確な方向性が示されているこ 

と、また、中高生を含む若年世代への継続的な育成を重視していることから、事業の発展性 

や将来性が期待できるものと評価しました。 

（５）ネットワークやパートナーシップ活用による地域産業の活性化 

区内中小企業、スタートアップ、大学、研究機関、自治体等を結び付ける交流・連携事業

を推進することに加え、都市再開発に伴い新たに形成されるコミュニティとの連携を強化

し、ビジネスマッチングや共創イベントの開催につなげる提案が示されています。また、産

業振興センターを核として田町・品川エリアのスタートアップ支援機能をさらに高めていく

考え方も示されています。これまでに築いてきた多様な主体とのネットワークやパートナー

シップを活用し、地域産業の活性化につなげようとする考え方が明確に示されていることを

評価しました。 

（６）共同事業体間のより一層の連携強化 

３者共同事業体としての専門性と総合力を有し、３者間において取組状況や区内事業者    

の成長段階に応じた情報の共有を積極的に行うとともに、ＡＩシステムを活用し、職員  

間のコミュニケーションや業務情報の円滑な共有を行うなど、連携を強化しようとする 

姿勢が示されている点を評価しました。 

 

Ⅱ 選考経過について 

 

１ 選考の方法  

（１）第１次審査 

応募法人から提出された申請書類及び計画書類について、財務関係書類、基本的事項の 
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適格審査、計画書類に対する評価を基に総合的な審査を行い、第１次審査通過者として   

１事業者を選考しました。 

 

（２）第２次審査 

第１次審査通過者に対して、プレゼンテーション及びヒアリングを行い、（第１次審査 

と第２次審査とを併せた）総合評価により指定管理者候補者を選考しました。 

 

２ 選考委員会の構成 
 

委 員 長 田 中 幹 大 慶應義塾大学経済学部教授 

副委員長 白 井 隆 司 港区産業・地域振興支援部長 

委  員 真 尾 淑 子 国立大学法人東京科学大学特任教授 

委  員 

片 倉 圭 三  

（令和８年３月３１日まで） 公益財団法人東京都中小企業振興公社 

総合支援部 城南支社長 堀 切 川 祐 子 

（令和８年４月１日から） 

委  員 寺 戸 尚 美 港区産業・地域振興支援部観光政策担当課長 

 

３ 公認会計士  

井 上 大 輔 株式会社港公会計 代表取締役 
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４ 選考の進め方 

 

応募書類提出（申請書・財務諸表・管理運営計画書等） 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜第１次審査＞ 
 

１ 事業者の財務状況の調査・分析を行い、可（安定的に経営基盤を有している）若

しくは不可（安定的に経営基盤を有していない）で評価します。 

２ 事業者の資金計画の調査・分析を行い、Ａ（特に優れている）～Ｅ（劣っている）

までの５段階に評価します。 

３ 選考基準の各項目に対応した配点に基づき、各選考委員が書類審査を行い、採点

します。 

４ 公認会計士による財務状況分析等に基づく評価と、各選考委員による書類審査の

合計得点により総合的な審査を行い、第１次審査通過者を決定します。 

 

 

 

＜第２次審査＞ 
 

１ 第１次審査通過者に対して、プレゼンテーション（各事業者１５分程度）及びヒ

アリング（各事業者２０分程度）を行います。 

２ プレゼンテーションとヒアリングが終了した後、各選考委員による審査項目を中

心とした評価を行い、採点します。 

３ 第１次審査と第２次審査の点数を合計し、指定管理者候補者を選考します。 

公認会計士による財務状況等の調査・分析を行い、財務状

況評価は可若しくは不可、資金計画評価はＡ～Ｅの５段階

で評価します。 

選考委員による書類審査 

プレゼンテーション及びヒアリング、計画書等の総合評価 
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５ 選考委員会等の開催状況及び経過 

（１）第１回選考委員会 

日 時  令和８年２月４日（水曜日） 午後２時～３時３０分 

場 所  札の辻スクエア８階 活動室２ 

議 題  候補者の選考方法について 

      公募要項について 

         選考基準について 

 

（２）公募手続き 

ア 公募要項説明会     令和８年２月１６日（月曜日） 

イ 現地見学会           ２月２４日（火曜日） 

ウ 申請受付                  ２月１６日（月曜日）～５月２２日（金曜日） 

エ 質問書受付           ２月１６日（月曜日）～３月 ６日（金曜日） 

オ 質問への回答         ３月１３日（金曜日） 

 

（３）第２回選考委員会（第一次審査） 

日 時  令和８年６月３０日（火曜日） 午後１時５０分～午後３時５０分 

場 所  札の辻スクエア８階 活動室 

議 題  第一次審査通過者の決定について 

         第二次審査基準について 

 

（４）第３回選考委員会（第二次審査） 

日 時  令和８年７月１４日（火曜日） 午後５時～午後６時３０分 

場 所  札の辻スクエア８階 活動室 

議 題  第二次審査について 

        候補者の決定について
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Ⅲ 選考対象者について 
 
No 事業者の名称 所在地 

１ みなと・キャンパス・リログループ 

（代表団体） 

特定非営利活動法人東京都港区中小企業経営 

支援協会 

代表者：理事 井 上 善 雄 

東京都港区西麻布二丁目１０番１号 

  

Ⅳ 選考結果について 

 

１ 第一次審査 

（１）財務状況分析等について  

   公認会計士による財務状況調査分析等報告書に基づき説明がありました。 

ア 財務状況評価 

法人より提出された財務諸表（決算報告）を基に、財務規模、収益性、安全性につ

いて、数値及び比率分析等により、安定的に継続して指定管理業務を行うことができ

るか否かを、可又は不可の絶対評価を行いました。 

  イ 資金計画評価 

法人より提出された資金計画書を基に、資金・収支計画の正確性、安全性、収支見

込の妥当性、運転資金調達の確実性、事業計画との整合性、経費見積もりの妥当性な

どについて数値及び比率分析により、Ａ～Ｅの５段階で総合評価を行いました。 

 

（２）選考基準表に基づく採点  

全委員が採点した点数の合計による選考を実施しました。 

順位 事業者の名称 
財務状況 

評価 

資金計画 

評価 

合計点数 

（1,000 点満点） 

１ 

みなと・キャンパス・リログループ 

Ｂ ６７０点 
   

代表団体 特定非営利活動法人東京

都港区中小企業経営支援協会 
可 

構成団体 株式会社キャンパスクリ

エイト 
可 

構成団体 株式会社リロクラブ 可 

※ 財務状況評価基準  

可（安定的に経営基盤を有している）、不可（安定的に経営基盤を有していない） 
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※ 資金計画評価基準 

Ａ：特に優れている、Ｂ：優れている、Ｃ：普通、Ｄ：やや劣っている、Ｅ：劣っている 

 

（３）選考経過 

各委員が応募事業者の提案内容及び審査結果について意見交換を行いました。 
 

事業者の名称 委員の意見 

みなと・キャンパス・リロ 

グループ 

・現指定管理者としての運営実績や施設管理能力は評価できる。  

・共同事業体各社の専門性や役割分担が明確であり、安定した事業

運営が期待できる。  

・開館１０周年を見据えた新たな事業展開、港区の地域特性・国際

性を生かした取組及び産業振興センターの認知度向上について

は、更なる具体性を求める。  

・ＡＩ活用など、新たな取組を取り入れようとする意欲が見られ

た。 

・３者共同事業体としての強みをどのように統合し、事業全体の成

果につなげるかについて、第２次審査で確認する必要がある。  
 

以上の点を総合的に勘案して、「みなと・キャンパス・リログループ」を第１次審査通過者 

としました。 

 

２ 第二次審査 

（１）プレゼンテーション及びヒアリング 

第一次審査を通過した事業者が１５分のプレゼンテーションを行った後、管理運営計

画書及びプレゼンテーションの内容に基づき２０分のヒアリングを行い、選考基準に基

づき審査しました。 

  

（２）採点結果 

各選考委員が評価した点数を合計し、全委員が採点した点数の合計と第一次審査の合

計点を合算した総合点数をもとに順位付けしました。 
 

順位 事業者の名称 

総合点数 

（１５００

点満点） 

第一次審査点数 

（１,０００点満点） 

第二次審査点数 

（５００点満点） 

１ 
みなと・キャンパス・

リログループ 
１,００７点 ６７０点 ３３７点 
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（３）選考経過 

第一次審査を通過した事業者の管理運営計画書及びプレゼンテーションの内容につ

いて意見交換を行いました。 

 

 

Ⅴ 最終選考結果について 

 

最終選考結果 

選考基準に基づき、最も高い総合評価を得たのは、「みなと・キャンパス・リログルー

プ」です。選考委員会の総意として、「みなと・キャンパス・リログループ」を港区立産業

振興センター指定管理者候補者として選考します。 

事業者の名称 委員の意見 

みなと・キャンパス・リロ 

グループ 

・中小企業相談件数や伴走支援に関する実績を評価できる。 

・これまでの取組のみでは次期指定期間に向けて十分とは言え

ないものの、課題認識や事業改善への意欲が見られた。 

・３者共同事業体の各事業者が課題認識を共有し、今後の連 

携を進めていこうとする姿勢が見られた。 

・これまで構築してきたパートナーシップやネットワークは強

みであり、今後の企業間交流や連携の拡大に期待する。 

・提案の具体的実現性について、具体性が十分に見えず、実現

性も判断しにくい。 

・地域や関係団体との連携・交流について、より具体的な内容

を示してほしかった。 

・港区の産業課題やその対応策について、より具体的に示す必

要がある。 

・ＡＩ活用については評価する一方で、具体的な活用方法や運

用イメージをさらに明確に示す必要がある。 

・共創パートナー、大使館、大学、スタートアップ支援機関等

との連携を通じ、港区における産業支援拠点としての機能拡

充が期待できる。  

・提案の具体的実現性、港区の産業課題に対する分析、地域や

関係団体との連携・交流の具体性について、更なる明確化を

求める。  

・センター認知度向上や施設・設備の稼働率向上について、誰

に、どのような情報を、どの手法で届けるのかをより具体的

に示す必要がある。  

14



 

1 
 

会  議  名 第１回港区立産業振興センター指定管理候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年２月４日（水） 午後２時から午後４時 30 分まで 

開 催 場 所      札の辻スクエア８階 活動室２ 

委   員      

出席者 ５名 

田中 幹大 委員（委員長） 

真尾 淑子 委員 

片倉 圭三 委員 

白井 隆司 委員（港区産業・地域振興支援部長・副委員長） 

寺戸 尚美 委員（港区観光政策担当課長） 

事 務 局      

港区産業・地域振興支援部産業振興課長 

港区産業・地域振興支援部産業振興課経営支援係副係長 

港区産業・地域振興支援部産業振興課経営支援係 

会 議 次 第      

１ 開会 

２ 委員委嘱状の交付 

３ 委員の紹介 

４ 委員長の選出 

５ 議題 

（１）候補者の選考方法について 

（２）公募要項について 

（３）選考基準について 

６ 閉会 

配 付 資 料      

・港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会委員名簿 

・港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会設置要綱 

・港区立産業振興センター指定管理者選定スケジュール（案） 

・港区立産業振興センター指定管理者公募要項(案)（資料１） 

・港区立産業振興センター業務基準書（案）（資料２） 

・港区立産業振興センター業務仕様書（案）（資料３） 

・港区立産業振興センター第一次審査選考基準・採点表（案）（資料４-１） 

・港区立産業振興センター第二次審査選考基準・採点表（案）（資料４-２） 

・様式集（案）（資料５） 

  会議の結果及び主要な発言 

 

 

 

 

 

 

１ 開会 

 

２ 委員委嘱 

（委嘱状の交付） 

  

３ 委員の紹介 

【会議録】 
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事務局 

 

 

 

委員長 

 

 

 

事務局 

 

委員長 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

事務局 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

委員 

 

事務局 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

Ａ委員 

 

 

４ 委員長の選出 

港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会設置要綱第５条第２項の規定

に基づき、互選により田中委員に選出 

同要綱第５条３項の規定により、産業・地域振興支援部長を副委員長に選出 

 

就任の挨拶 

 

５ 議題 

（１）候補者の選考方法について 

※設置要綱、選定スケジュール（案）の説明 

 

選考方法というのは、この流れを確認するということでよろしいですか。 

 

異議なし 

 

本案を決定とします。 

 

（２）公募要項(案)について 

（公募要項（案）の説明[資料１～資料３、資料５]） 

 

指定管理期間における受託経費見積を考えるときに、応募者は、公募要項に記載のあ

る現事業者の過年度の指定管理料等を参照して考えるということになっていますか。 

 

その通りですが、あくまでも目安としてお示ししているものであり、この金額通りと

いうわけではない。公募要項で求められている提案内容を行える額を設定していただ

きたいと考えています。 

 

産業振興センターの事業と港区との関わりについてはいかがですか。 

 

産業振興センターの事業は、区が補助・助言指導を行うという形で関わっています。 

 

新規参入となる応募者については、利用料収入の算定が大変難しいと思いますが、部

屋数や利用状況などを踏まえたおおよその目安はいかがですか。 

 

利用料収入は年度ごとに変動し、算定が難しい部分がありますが、コロナ禍で低迷後、

近年は稼働率が回復し安定傾向にあるため、現在は、約 60％の稼働率として、利用料

収入を計算しています。こちらを目安として計算していただければと思います。 

 

３年目以降の経費が前年より大きく増えているが理由を教えてください。 
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事務局 

 

Ａ委員 

事務局 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

事務局 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

人件費、修繕費などが増加しています。 

 

自主事業は、どんなことを行っているのでしょうか。 

コピー機の利用料及びビジネスサポートファクトリーのインクなどの材料費を自主

事業として実施しており、その代金が指定管理者の収入となっています。 

 

５年間の指定管理期間中に、取り巻く環境や情勢変化や物価高騰などで仕様変更や追

加対応が必要になった場合、この指定管理者制度では、どのように運用していくので

しょうか。 

  

まさしく柔軟に対応できる事業者を選定していかなければと考えています。必要な対

応や課題については、年度協定書で区と指定管理者で協議しながら運営内容を調整す

る形で対応していきます。 

 

新規事業者が応募する際に、必要人数や業務量などの目安となる定量的情報を示した

資料などはありますか。また、新しい施設となって、利用者や職員の視点から見えて

きた新たな役割・課題があれば教えてください。 

 

事業の実績は、区の事業概要で確認することは可能です。また、公募説明会・現地見

学会等で情報提供も行う予定です。利用者の視点で意識することとして、区の補助メ

ニューの案内だけではなく、国や都の支援制度も含めて、総合的な案内をしていく必

要性を強く意識しています。さらに、区の制度と産業振興センターで行っている様々

な支援事業との連携強化や情報共有の体制の構築が課題であると感じています。 

 

現指定管理者は、共同事業体ということで、事業者間の連携が課題であるということ

ですが、これらの課題を解決するために区としてどのように考えていますか。 

 

毎月、区と指定管理者で行う、「定例報告会」で課題共有はしていますが、区の政策

課題の反映や情報整理の速度に改善余地があり、より高いレベルで対応していく必要

があると感じています。 

 

産業振興センターについては、共同事業体を構成する事業者間の情報共有や政策目的

の共有が十分に機能しておらず、その結果として統括責任者の配置や機器に精通した

人材の確保など、職員体制に関する課題が生じているように感じます。また、公募要

項では施設の現状や課題が十分に把握しづらく、特に施設利用率の向上に向けた課題

が見えにくい状況です。応募事業者が現状を適切に分析し、効果的な提案を行えるよ

う、貸室稼働率や利用実績等のデータを公表するなど、公募要項に現状や課題をより

分かりやすく示す工夫が必要ではないでしょうか。 

 

公募要項の記載内容の付記が必要であり、事務局で反映箇所を検討します。例えば、

公募要項には、各室の稼働率を追加し課題認識を明示するほか、センターメディア事
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Ｄ委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

委員長 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

全委員 

 

Ａ委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

業の様式にも現状を踏まえた周知・改善策を提案しやすい記述を追記します。 

 

様式１５から様式３８までの提案書類について、枚数を 1枚で統一するのか、様式に

よっては、１枚で収まらないものもあると思うがどのように考えていますか。 

 

様式ごとに必要なボリュームは異なりますが、事務局としては簡潔な記載と採点負担

を考慮し、２ページ以内に収めたいと考えます。しかし、複数事業を１枚に収めにく

い様式もあるため、２ページで十分か、４ページに拡大すべきかなど、上限枚数設定

について委員の意見を参考にさせていただきたい。 

 

施設利用に関する様式は、求められる内容を示すものであり、提案が既存情報だけで

書かれたものか、説明会や質疑で積極的に情報収集した上で書かれたものかに分かれ

てくるような気がします。 

 

要点を得た具体的な提示がされているかいないかで判断して良いのではないでしょ

うか。１ページに収めるのが難しい提案項目もあると思いますが、極力 1枚でお願い

してはいかがでしょうか。 

 

委員長のご指摘を踏まえると、期待すべき事業の項目数に応じ、様式のページ上限を

調整したいと考えます。具体的には、事業が２つ程度なら１ページ、３つ以上なら２

ページとする案を示し、どの項目数でページ数を分けるべきか委員の見解をいただけ

ると調整しやすいのですがいかがでしょうか。 

 

記載内容が、事業の根幹を担うものによって、ボリュームが違うのかと思うので、事

業内容によって、枚数を調整してはいかがでしょうか。 

 

事業の根幹を担うもの、提案内容にボリュームが出てくるものは最大でも２ページ以

内、基本は１ページで設定します。また、利用状況（稼働率）については、公募要項

５ページ（ア）の諸室一覧表に、平均稼働率を追記し、部屋ごとの利用状況が一目で

分かる形でご案内しようと思いますがいかがでしょうか。 

 

異議なし 

 

研修室は比較的高めの価格設定としているが、稼働率は高い。区が稼働率を向上させ

るための取組についての提案をしてもらいたいかどうかによるのかなと思います。 

 

ちなみに、ワークルームの価格設定は高くはないが、空きが目立ち、曜日・時間帯別

にも差があります。貸出枠は「午前・午後・夜間」かつ「平日・土日」で利用率が大

きく変動し、日曜や夜間、月曜の午前は特に低いなど、より詳細な稼働状況を記載す

れば、一つの参考になるかと考えます。 

 

18



 

5 
 

Ｄ委員 

 

 

 

事務局 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

 

事務局 

公募要項２６ページ（４）「現指定管理者のモチベーション向上を図るため」という

文言は、現指定管理者にしか対象としていない表現であり、多くの参加事業者を募る

ことが目的である公募要項上は記載としてふさわしくないのではないでしょうか。 

 

この表記は、区全体の指定管理者制度の方針に基づく記載であるが、委員のご指摘を

踏まえ、公募要項から当該文言は削除します。 

 

新規参入の事業者は、ただでさえ現状の運営課題を把握し、具体的な提案を示すのは、

現指定管理事業者に比べて難しく、不利な点があると思う。それに加えて、現評価結

果を公募選考に反映させては競争性が失われ、選考への参加を促せないのではないか

と懸念するが、「現評価結果の公募選考への反映について」の記載自体を削除するこ

とはできないのでしょうか。 

 

前回の産業振興センターの公募時には、業務の専門性や単一事業者で総合的に業務を

請け負う困難性もあり、現指定管理者が共同事業体として１事業者しか応募のない状

況でした。このことから、いかに競争性を持たせ、複数事業者の応募による質の高い

提案を求めていくかは重要な課題であると認識しています。ご指摘のとおり、「現評

価結果の公募選考への反映」に係る記載は、新規参入を検討する事業者の申請意向に

も影響を与える可能性があることから、記載を削除することとします。 

 

共同事業体の連携強化の課題を解決するためには、個々の責任者がいるかどうかより

も、組織として方針や政策を全体に浸透させる仕組みづくりが重要ではないかと感じ

ています。世の中の大きな動きや区としての課題が発生した際に、その考え方を共同

事業体全体へ確実に共有し、一体的に動ける体制を求めるべきではないでしょうか。 

 

施設長（センター長）は存在していますが、共同事業体内での情報共有や指示系統に

課題があり、区の方針を全体へ浸透させる役割を十分に果たし切れていません。セン

ター長・副センター長は所属が異なり、事業領域間で情報が届きにくい面や、プレイ

ングマネージャーとして全体マネジメントに専念しづらい状況があるため、創業・経

営相談・福利厚生など複数分野を横断して組織全体を束ね、方針を一体的に伝達でき

る“統括責任者”の配置が必要なので、公募要項にも区政の方向性や課題を踏まえ、

施設の事業運営に反映するための舵取り役や、セクション間・職員間の有機的な連携

を生み出すためにも、まとめ役を担う統括責任者の必要性、その役割を明確に記載し

ます。 

 

共同事業体や多岐にわたる業務セクション間の有機的な連携が課題ということを、公

募要項上でもう少し目立たせても良いのではないでしょうか。セクション間の連携と

いう点では、情報共有ツールなどのシステム連携も必要な施策となりますが、連携の

一つの視点として提示してはどうでしょう。 

 

セクション間、職員間の有機的な連携について、公募要項内の職員配置に当たり配慮
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委員長 

 

全委員 

 

委員長 

 

事務局 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

 

全委員 

 

すべき事項の一つとして追記します。また、連携の具体例として、組織内の情報共有

ツールの導入を示すとともに、追記した内容を踏まえ、様式１２で記載する公募要項

も更新します。 

 

それでは、公募要項（案）について決定してよろしいでしょうか。 

 

異議なし 

 

本案を決定とします。 

（３）選考基準（案）について 

（選考基準、採点表（案）の説明[資料４－１、資料４－２]、事務局から確認事項

４点の説明） 

 

事務局から説明のあった４点の確認事項について、了承してよろしいですか。 

確認事項 

１ 採点項目への書類未提出の取扱いについて 

→該当する項目の書類提出がない場合は、事業者に提出を促した上で、それでも提 

出がない場合は、当該項目を採点しない（０点とする）こと。 

２ 選考の目安（最低ライン）の確認について 

→原則として、選考の目安（最低ライン）については、一次審査、二次審査共に満 

点の６０％以上とすること。 

（一次審査：１２０点／２００点、二次審査：６０点／１００点） 

※５段階で全て「３」の評価の場合、得点率は６０％となる 

※ただし、得点率が６０％を上回っている場合でも、危機管理体制の構築の提 

案内容のほか、対象施設の管理運営に必要不可欠な要件を満たしているかに

ついては確認する。 

３ 一次選考の通過者がいなかった場合について  

→事務局として、速やかに再公募を進めていくということ。 

４ 応募事業者が１者だった場合の審査について  

 →応募事業者が１者だった場合も、設定した選考の目安（最低ライン）に達するこ 

とを条件に選考し、審査を実施していく。また、応募者が１者であることを理由 

として再募集は行わないということ。 

 

異議なし 

 

本日、予定した議題は全て終了。本日の審議での皆様からの意見を基に、修正点につ

いては、資料に反映し、最終的な文言の調整については、委員長・副委員長に一任と

いうことで進めさせていただきますがいかがでしょうか。 

 

異議なし 
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５ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会  議  名 第２回港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年６月３０日（火） 午後１時５０分から午後３時５０分まで 

開 催 場 所      札の辻スクエア８階 活動室２ 

委   員      

出席者 ５名 

田中 幹大 委員（委員長） 

真尾 淑子 委員 

堀切川 祐子 委員 

白井 隆司 委員（港区産業・地域振興支援部長・副委員長） 

寺戸 尚美 委員（港区観光政策担当課長） 

公認会計士 井上 大輔（代理：栁澤 泰子）（株式会社港公会計） 

事 務 局      

港区産業・地域振興支援部産業振興課長 

港区産業・地域振興支援部産業振興課経営支援係副係長 

港区産業・地域振興支援部産業振興課経営支援係 

会 議 次 第      

１ 開会 

  選考委員の委嘱 

２ 財務状況等分析結果について 

３ 議題 

 （１）第一次審査通過者の決定について 

 （２）第二次審査基準について 

４ 今後のスケジュール 

５ 閉会 
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配 付 資 料      

資料１   財務状況調査報告書 

資料２   資金計画分析報告書                                            

資料３   第一次審査選考基準・採点表 

資料３-２ 第一次審査採点集計表 

資料４   第二次審査選考基準・採点表 

資料５   第二次審査の方法について 

資料６   第１回港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会 

      議事録（概要版） 

 会議の結果及び主要な発言 

 

 

 

 

 

公認会計士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

会計士 

 

１ 開会 

（委嘱状の交付） 

理由：所属先の人事異動に伴い、選考委員の１名が変更になったため。 

 

２ 財務状況等分析結果について 

（１）財務状況分析 

  資料１参照 

Ａ事業者（３者共同事業体）について財務状況分析を実施した結果、いずれも継続的

な事業実施に支障はなく、総合評価は「可」とされた。収益性、安全性及び成長性等

の観点から分析を行った結果、一部に成長性が低い項目は見られるものの、指定管理

期間を通じた事業継続に問題はないとの説明がありました。また、財務規模の差によ

る得点差は見られるものの、いずれの事業者も財務上の大きな問題は認められないと

の説明がありました。 

（２）資金計画分析 

    資料２参照 

   評価のポイントは以下６点 

   ① 資金・収支計画書の正確性・完全性 

   ② 収支見込の妥当性 

   ③ 運転資金調達の確実性 

   ④ 事業計画との整合性 

   ⑤ 経費見積りの妥当性 

   ⑥ 人件費水準の妥当性 

調査結果としては、総合評価は「Ｂ（優良）」とされた。資金繰りやキャッシュフロ

ー、事業計画との整合性については概ね問題なく、運営継続性に影響を及ぼす事項は

認められませんでした。一部に計算上の誤差や積算根拠が不明瞭な項目が見受けられ

ましたが、いずれも軽微なものであり、総合評価に影響を及ぼすものではありません。 

 

「その他経費」については、指定管理料に占める割合は適切ですか。 

 

「その他経費」については、各事業者とも本部経費や事務管理費が中心であり、他の

指定管理施設と比較しても大きな問題はないと考えています。 
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Ａ委員 

 

 

会計士 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

委員長 

 

人件費については、各社とも毎年、増加しているようだが、会社ごとに増加率が異な

っていても構わないものなのでしょうか。 

 

人件費の上昇率の設定については、事業者ごとの経営判断によるものであり、一律の

基準による評価は難しいです。 

 

３ 議題 

（１）第１次審査通過事業者の決定について 

   資料３及び３-２参照 

事業者が１者の場合は、６割以上の点数を取ることが条件ですが、Ａ事業者は、６ 

割を満たしています。また、財務状況分析は、「可」、資金計画分析は「Ｂ」評価。資 

料３に全体としての評価が出ています。 

 

共同事業体各社の専門性や役割分担は明確であり、安定した事業運営が期待できる一

方で、開館１０周年や港区の地域特性・国際性を踏まえた新たな提案については、よ

り具体性が求められますが、全体として大きな課題はなく、妥当な提案であると評価

しました。 

 

提案内容は全体として抽象的で具体性に欠けており、仕様書で求めている事項が十分

反映されていない印象を受けました。特に、産業振興センターの認知度向上に向けた

具体的な取組が不足していると感じました。 

 

３者共同事業体による専門性や強みは評価できますが、実績を踏まえた課題分析や改

善提案、センター認知度向上に向けた具体的な取組が十分に示されていない。また、

総括責任者として３者をどのようにマネジメントし、事業全体の成果につなげるかに

ついて、第二次審査で確認したいと思います。 

 

実績や収支計画、管理運営計画は概ね適切であり、ＡＩ活用など新たな取組も評価で

きます。各事業者の専門性を生かした提案内容は評価する一方、情報発信や開館１０

周年に向けた取組については、より積極的な提案を期待します。また、３者の強みを

統合し、総合力として発揮するための工夫が示されれば、さらに高い評価につながる

とものと考えます。 

 

産業振興センターの運営実績や施設管理能力については評価できるものの、既存事業

の継続に加え、今後取り組むべき課題や新たな事業展開に関する提案が十分に示され

ていない印象を受けました。加算評価項目においても区が重視する課題への対応が明

確ではない。一方で、貸室事業の活用に関する提案は具体性があり、実現性の高い取

組として評価しました。 

 

委員間で２段階以上評価が分かれている項目について、それぞれの評価理由を確認
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Ｄ委員 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

委員長 

 

 

Ｄ委員 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

委員長 

 

Ｄ委員 

 

Ｃ委員 

 

 

Ｂ委員 

 

 

委員長 

 

Ｄ委員 

 

 

Ｃ委員 

し、各委員の採点基準や評価の考え方について意見交換を行う。まず、資料３項番２

（１）「資金収支計画書及び受託経費見積書」について、高い評価及び低い評価を付

けた委員から評価理由の説明を求めます。 

 

現指定管理者としての運営実績を踏まえ、資金収支計画及び受託経費見積書の内容は

妥当かつ適切であるとして「８」としました。 

 

人件費の上昇率や積算内容について、他社と比べて高い設定が見られたものの、その

根拠や具体的な説明が十分に示されていない点を踏まえ、平均より低い「４」としま

した。 

 

続いて、項番３（３）職員育成、研修実施に対する考え方については、いかがでしょ

うか。 

 

基本的に接遇については、すでに取り組んでいるだろうという中で、ＡＩなど新しい

視点を入れたということを評価して「４」としました。 

 

Ｄ委員と同様で、実務研修があること、カスタマーハラスメントに全体で取り組むと

いう記載が実施していただくに当たっては、必要なことは設けられていると考え「４」

としました。 

 

ＡＩ活用の提案は評価できるが、過去の運営経験や課題を踏まえた改善策が十分に示

されていないと感じました。現運営実績を踏まえれば標準的な内容と考え、評価を

「２」としました。 

 

続いて、項番４（１）中小企業の経営支援に関する事業についてはいかがでしょうか。 

 

提案内容を一通りとらえているとして、「８」としました。 

 

相談履歴からの今の課題がもうちょっと欲しかったなというところはありますが、具

体的な年間のＫＰＩの設定が細かく書いてある点について、「８」としました。 

 

昨年度の実績等について言及するのであれば、企業ニーズや過去の相談内容に合致し

た企画提案ができるのではと考え「４」としました。 

 

続いて、項番４（４）創業及び新たな事業の創出支援についてはいかがでしょうか。 

 

基本的に提案書の中に課題認識、取り組む内容を書かれているところを評価して、

「４」としました。 

 

今されている取り組みなどを中心にそれが継続できるような内容でご記入いただい
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委員 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

委員長 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

委員長 

 

Ｄ委員 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

 

委員長 

 

Ｄ委員 

 

 

Ｃ委員 

 

 

た点は良かったと考えているので「４」としました。 

 

産業振興センターでこの創業及び新たな事業の創出支援については力を入れて、かな

り色々やっているイメージもあって、それがわかるような感じで書かれているか問わ

れるとちょっとありますが、今までやってきた取組みを基に継続していこうというこ

となので、「４」としました。 

 

実施する内容としては良いかと思うが、リスクであるとか、差別化できるポイントが

明確でなかったということで「２」としました。内容自体はそういったところを理解

して進めていただければいいのかなと思います。 

 

続いて、項番４（５）企業間及び企業と大学、その他の機関との連携についてはいか

がでしょうか。 

 

企業間連携、ビジネス交流会、共創パートナーシップ推進事業だったり、実際に行な

われている事業をしっかり書き込まれている。課題認識もその中に散見されていたと

ころもあるので、現実にやっている課題認識を持っているというところで「４」とし

ました。 

 

課題認識等はあるなと思っていましたが、そこに主体性がちょっと見えなかったとい

うところで「２」としました。しかし、きちんと主体性を持って運営していただけれ

ば、問題ないかなと思います。 

 

続いて、項番４（８）人的資本経営事業についてはいかがでしょうか。 

 

具体的な取り組み、実現可能性ということで「４」としました。 

 

提案者が思っている課題認識というところ、区内事業者の認識が事業課題といったと

ころが示されていない中で、取組みだけが書かれていたという理解だったので、その

取組みが実際の課題認識のところに合致するものだったのかなと。提案内容としては

良いとは思うが、どういったところから提案されたのかというところがわからなかっ

たため「２」としました。 

 

続いて、項番４（１２）センターメディア事業についてはいかがでしょうか。 

 

基本的に提案書の中には、ひととおり述べられているものがしっかり記載されている

なというところで、「８」としました。 

 

基本的な考え方としては合っていると思っていますが、発信数がどれくらいなのかと

か、現状、「みな・さんチャンネル」１つしか出ていないので、どういうタイミング

で出てくるのかがわからなかったので「４」としました。 
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委員長 

 

Ａ委員 

 

Ｂ委員 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

全委員 

 

 

 

委員長 

 

 

続いて、項番５（１）区内中小企業の活用についてはいかがでしょうか。 

 

高齢者の活用をされている点で「５」としました。 

 

私の資料の読み込みが足りなかったというところで「２」としました。しかし、追加

でご説明いただいた部分もあるのでその点で認識自体は変わりました。 

 

港区が考えている課題意識がなかなか伝わっていないところがあるという気がしま

すが、皆さんとの意見交換で、改めてご自身の評価を振り返る時間を設け、この時間

内で変更も可能としたいと思います。 

 

振り返りの時間 

 

採点変更項目の確認 

 

事務局から最終結果が配布されましたので、説明をお願いします。 

 

Ｂ委員の採点修正箇所 

資料３項番３（３）「２」→「３」 

    項番４（１）「４」→「６」 

       （４）「２」→「３」 

       （５）「２」→「３」 

       （12）「４」→「６」 

    項番５（１）「２」→「３」 

       （２）「２」→「３」 

修正の結果、Ｂ委員が当初１１１点だったが、修正後は、１２１点となりました。 

その他の委員の修正はありません。合計点は、当初６６０点のところ、修正後は、６

７０点ということで１０点ほど変更が生じました。 

 

修正後の第一次審査採点表について確認します。 

修正後の点数は６７０点でした。第１回の選考委員会で決めた６割以上の点数（６０ 

０点以上）であると同時に、各委員の採点も６割以上となっていることから、第一次 

審査を通過し、第二次審査に進むということでよろしいでしょうか。 

 

異議なし 

 

（２）第二次審査基準について（プレゼンテーションについて） 

 資料４、資料５参照 

第二次審査の評点表は第１回の選考委員会で決定いただいたとおり資料４となりま 

す。第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）方法について、資料５の事務局 
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Ｄ委員 

 

 

事務局 

 

 

 

委員長 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ委員 

 

事務局 

 

委員長 

 

 

全委員 

 

委員長 

 

Ｄ委員 

案を参考に検討していただきたい。 

 

１つ目の設置目的の加算が多くなっているようだが、特に重きを置いている理由は何 

ですか。 

 

産業振興センターは産業支援の専門施設であることから、利用者の安心安全を確 

保しつつも、産業振興施策への貢献度や事業運営の専門性をより重視した配点と 

しています。 

 

他に意見はありますか。 

 

特になし 

   

採点表・実施方法と時間配分も決定します。 

決定事項 

（１）プレゼンテーション：１５分 

（２）ヒアリング：２０分 

（３）最終審査 

・集計した結果を基に委員からの講評後、一次審査の総合点を踏まえながら候補事

業者を決定します。 

 

選考委員から、既存事業の説明はあるものの、実績を踏まえた新たな事業提案や事業

全体の方向性が十分に見えないとの意見がありました。このため、二次審査に向けて、

各委員が詳しく確認したい事項について補足資料の提出を求めることについて協議

していただきたい。併せて、本公募事業者は３者による共同事業体であるため、各構

成事業者の考え方や役割分担を直接確認できるよう、施設長予定者を含む施各構成事

業者の責任者及び担当者の出席を求めるとし、当日の出席者は最大４名とする案を提

案します。 

 

全体の責任者と各事業者の担当が兼ねることも可能ですか。 

 

可能です。 

 

事務局からの提案内容（補足資料の提出と、当日の出席者を最大４名）について、他

にご意見はありますか。 

 

異議なし。 

 

それでは次に、補足資料について確認します。 

 

資料３の項目の中で、評価係数を高く設定した項目については、提出済みの様式 
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委員長 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全委員 

 

 

事務局 

 

 

 

の内容をさらに具体的に説明する補足資料の提出を求めることとして、また、様 

式Ｄに掲げる事業者の４つのコンセプトについては、追加資料を求めるのではな 

く、二次審査における質疑を通じて考え方や設定意図を確認するのではいかがでしょ 

うか。 

 

ご意見はありますか。 

 

異議なし。 

 

それでは、これまで意見を整理します。 

資料３ ３（１）様式 12 

４（１）様式 20 

（２）様式 21 

（９）様式 28 

      （12）様式 31 

      （14）様式 33 

      （15）様式 34 

以上の様式に対する補足資料を求めていくということでよろしいでしょうか。 

 

異議なし。 

 

４ 今後のスケジュール 

  （次回委員会の案内） 

 

５ 閉会 

 

 

 

 

会  議  名 第３回港区立産業振興センター指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年７月１４日（火） 午後５時から午後６時３０分まで 

開 催 場 所      札の辻スクエア８階 活動室２ 

委   員      

出席者 ５名 

田中 幹大 委員（委員長） 

真尾 淑子 委員 

堀切川 祐子 委員 

白井 隆司 委員（港区産業・地域振興支援部長・副委員長） 

寺戸 尚美 委員（港区観光政策担当課長） 
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事 務 局      

港区産業・地域振興支援部産業振興課長 

港区産業・地域振興支援部産業振興課経営支援係副係長 

港区産業・地域振興支援部産業振興課経営支援係 

会 議 次 第      

１ 開  会 

２ 議題 

（１）第二次審査について 

（２）候補者の決定について 

３ その他 

４ 閉会 

配 付 資 料      

資料１ 第二次審査タイムスケジュール 

資料２ 第二次審査及び指定管理者候補者の選考方法について 

資料３ 第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）採点表 

資料４ 第一次審査集計結果（第二次審査集計結果は、採点終了後、机上配布） 

資料５ 第二次審査における質問例 

資料６ 第二回選考委員会議事録（概要版） 

＜補足資料（事業者より）＞ 

港区立産業振興センター第二次審査（プレゼンテーション） 

会議の結果及び主要な発言 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 開会 

本日の進行、配布資料及び審査方法について説明。 

プレゼンテーション（１５分） 

事業者が提案内容について特に強調したい事項及び、補足資料として求めた様式１２ 

２０、２１、２８、３１、３３、３４を中心に説明をしてもらいます。 

ヒアリング（２０分） 

 

【プレゼンテーション及びヒアリング】 

～ 補足資料を用いて企画する取組内容についての説明 ～ 

個々のサービスにとどまらない面的展開、３者共同事業体としての連携強化、施設・

設備の稼働率向上及び戦略的広報を課題として捉え、中小企業の成長支援、オープン

イノベーション・対外連携、ＤＸ・ＡＩと人材最適化、安心・安全を基盤としたサス

テナブルな施設運営を掲げます。 

経営相談事業では、出前経営相談を量から質へ転換し、相談履歴のデータベース化、

伴走支援の拡大ＤＸ、ＡＩ及び事業承継の専門相談創設、巡回相談の提案型化を図る。 

センターメディア事業では、機器・施設利用のハードルを下げるコンテンツ提供、オ

ンラインコミュニティ「MINATO CREATORS PARK（みなとクリエイターズパーク）」及

び動画発信を通じ、利用者発信型の広報を強化します。  

ＫＰＩについては、「施設利用、事業実施回数、創業支援件数、事業者満足度」等を

測定し、検証と改善のサイクルを組織に内在化させます。  

３者連携については、代表団体の経営相談・伴走力、構成団体 1 の産学連携ＡＩ・Ｄ

Ｘ、構成団体２の人材・不動産・BtoB ネットワークを横串で活用し、提案した政策

の実現を図ります。 
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Ａ委員 

 

 

 

Ａ事業者 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

Ａ事業者 

 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

Ａ事業者 

 

Ｃ委員 

 

 

 

Ａ事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３者の共同事業体による具体的成果、グローバル展開に関するネットワーク、アント

レプレナーシップ育成事業の成功イメージ及び目標規模についてはいかがでしょう

か。  

 

３者の強みだけでなく、それぞれが持つマーケットの違いを重ね合わせ、従来の相互

送客から、実際のマーケティングに役立つ連携へ進めていきます。 

グローバル展開については、シンガポール大使館、フランス大使館、ＣＩＣなどの国

内外のスタートアップ支援機関とのネットワークをスタートアップや中小企業の海

外展開支援に活用していきます。  

アントレプレナーシップ育成については、区内の課題だけでなく、日本・グローバル

の課題へ視野を広げ、年間 60 名以上の学生参加を目指します。 

 

センターメディア事業の具体的取組、認知度向上及び利用率向上策についてはどう考

えていますか。  

 

稼働率が低い施設・機器について、利用方法や支援内容を分かりやすく発信し、ビジ

ネスサポート公認サポーター制度を稼働率の低い機器にも展開します。 

公認サポーターによる利用方法の動画紹介、MINATO CREATORS PARK を通じたクリエ

イター等のネットワーク育成、センタースタッフ・サポーター・クリエイターによる

助言を組み合わせ、コミュニティ型の利用促進を進めていきます。  

 

オンラインコミュニティの登録者数は、何名ですか。 

 

おおむね１００名程度です。 

 

３者一気通貫のための具体策、統括責任者の役割、情報共有の仕組み、個人情報管理

など今後の危機管理において工夫すること、センターを知らない事業者への情報発信

についてはどう考えていますか。  

 

３者共有ナレッジマネジメントシステムの構築・運用を新たな取組として検討してい

ます。構成団体のネットワークやナレッジが十分に可視化されていないことを課題と

し、センターホームページ、クラウド管理システム、Google Analytics 等の情報源

を AI が参照し、各団体や職員が活用し、センター内の事業や支援策を円滑に利用者

である事業者へ伝える仕組みを検討しています。  

３者で実施している事業検討委員会では、従来の報告中心から、販路拡大、事業承継、

創業支援、人材確保等のテーマごとに連携を検討する場として動き出しており、今後

も活用していきます。  

個人情報管理については、再委託先で個人情報に関する事故があったことを踏まえ、

再委託先を含めて実際の管理状況をモニタリングし、管理を徹底します。  

利用率向上については、ワークルーム等の利用方法や託児支援の活用例を PR し、３
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Ｄ委員 

 

 

Ａ事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

Ａ事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

Ｄ設計システムなど稼働率が低い機器についても、公認サポーターと連携して活用方

法を周知するなど利用者目線の情報発信を強化し新たな利用者へ呼びかけます。 

 

３者連携はＡＩを活用しなければできないものなのか、ＡＩ以外の具体的取組、代表

団体及び各構成団体の責任者としての連携方針についてはいかがでしょうか。 

 

ＡＩは一つの手段であり、最も重要なのは３者が一つのテーマについて十分にコミュ

ニケーションを取ることだと理解しています。 

取組例として、巡回相談の担当者が一堂に会して情報交換する場に構成団体１も参加

し、構成団体 1 の視点から助言できることや、巡回先で活用できるファシリティ等に

ついて意見交換しています。  

これまでは各事業の基盤づくりに注力してきたが、今後は３者の強みを融合させるこ

とが重要であると考えています。  

構成団体１は、地域イノベーション・エコシステムの観点から事業間連携を重視し、

ＡＩシステムを共同事業体全体のＤＸの一環として活用していきます。  

構成団体２は、これまでは各社の特徴把握と事業の安定運用に注力してきましたが、

今後は各社・グループ会社の情報や支援可能性を活かし、３者連携による事業展開を

進めていきます。 

 

オープンイノベーション推進の具体的内容、共創パートナー制度との関係、メディア

戦略、みな・さんチャンネル、アントレプレナーシップ教育の対象については、どう

考えていますか。 

 

田町駅、高輪ゲートウェイ駅、品川駅周辺等の再開発に関連し、デベロッパーやまち

づくり事業者の実証実験等と、センターが持つスタートアップ・中小企業のリソース

をつなげたいと考えています。  

共創パートナー制度については、センターとのイベント実施、まちづくりイベントへ

の登壇、共創パートナー同士の連携を通じ、港区全体のまちづくりに向けた連携を深

めていきます。  

日鉄興和不動産株式会社とは、品川駅エリアでの都市開発やスタートアップ支援につ

いて、一緒に展開できる可能性があります。  

みな・さんチャンネルは動画配信ツールとして位置付け、センターの方向性や取組を

主体的に発信し、ブランディング強化を図っていきます。  

アントレプレナーシップ教育は、中高生を入口としつつ、大学生、社会人、アクセラ

レーションプログラムへ継続的につなげるフォローを確立していきます。 

２ 議題 

（１）第二次審査について 

第二次審査の採点結果は５００点満点中３３７点、得点率６７，４％であり、総合点

及び各委員の点数が選考の目安である６割を超えており、第１次審査６７０点、第２

次審査３３７点を合わせ、総合点は、１，００７点（得点率６７．１％）となりました。 
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Ａ委員 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

全委員 

 

 

事務局 

【各委員の講評】 

提案の具体的実現性について、具体性が十分に見えず、実現性も判断しにくい。また、

地域や関係団体との連携・交流についても、具体性や事例の強さが十分ではないよう

に感じました。  

 

全体として主体性がやや低く、過去の実績を踏まえた新たな提案があると良かった。

一方で、これまで構築してきたパートナーシップ等は強みである。危機管理など港区

側からの働きかけも必要ではないでしょうか。  

 

港区の地域課題をテーマに、中高生が主体的に課題解決に取り組むプログラムや、大

学生・若年層と起業家との交流機会の創出、社会人向けの起業家育成事業を継続的に

展開する提案が示されており、将来の港区産業を担う人材育成という明確な方向性や

若年世代への継続的な育成を重視する点を評価しました。また、経営相談や企業支援

の実績を活用し、相談履歴や企業課題を分析することで相談機能の向上と伴走支援の

充実を図るとともに、ＤＸ・ＡＩ活用出前相談や事業承継出前相談の実施、提案型支

援への発展を目指す点も評価しました。一方で、課題と対応策については、これまで

の運営実績を踏まえ、より具体的に示す必要があると思います。 

 

開設当初から管理運営に携わり、中小企業支援や施設管理に関する知見・ノウハウを

蓄積していることから、安定した施設運営が見込まれる点を評価しました。また、３

者共同事業体としての専門性と総合力を有し、情報共有や職員間のコミュニケーショ

ン強化を通じて連携を深めようとする姿勢も評価しました。一部ＡＩ活用には疑問を

感じるものの、連携不足を認識し補い合う意識は評価できます。さらに、区内企業や

大学、自治体等との連携に加え、再開発に伴う新たなコミュニティとの連携を強化し、

地域産業の活性化につなげようとする方向性が明確に示されています。加えて、利用

実績等のデータ分析やＡＩを活用した広報、オンラインコミュニティの構築など、施

設利用促進に向けた具体的な改善策を提案している点を高く評価しました。 

 

中小企業相談件数や伴走支援に関する実績を評価した。一方で、これまでの取組だけ

では次期は不十分であり、課題認識と事業への意欲が一定程度見られたことを評価し

た。 

 

（２）候補者の決定について 

採点結果は第一次審査６７０点、第二次審査３３７点、総合点１,００７点であり、選考

基準を満たしているため、本選考委員会としてＡ事業者を指定管理者候補者として選定し

てよろしいか。  

 

異議なし 

 

３ その他 
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４ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※委員長における質疑や講評等に関する発言については、「委員」として表記しています。 
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港区立産業振興センター指定管理者

公募要項 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年２月 

港  区 
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Ⅰ 施設の概要 

１ 指定管理者制度導入の趣旨 

   港区では、 多様化する 区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や効率的で効果的な区

民サービスを提供するため、公の施設の管理・ 運営を包括的に委任する指定管理者制

度を 積極的に導入し ています。  

  今回、「 港区立産業振興センタ ー」 の管理・ 運営について、 民間事業者等が持つノ

ウハウやアイ デア、 専門性などを活用するため、 指定管理者を 広く 募集し ます。 応募

に当たっ ては、「 港区指定管理者制度運用指針」（ 別紙１ ） に基づく 区の方針を十分に

認識し 、 また、 施設の設置目的等を 理解のう え、 本要項に基づく 創意工夫のある提案

を期待し ています。  

 

２ 港区立産業振興センターの設置目的  

   港区立産業振興センタ ーは、「 企業・ 人・ 地域の力」 を 結び付け、 最新の情報や技

術を 提供する「 未来発展型の産業振興拠点施設」 と し て、 区内中小企業の支援、 人材

の育成、新たな事業の創出を 図るための交流と 連携の場を 提供し 、区内産業の振興及

び地域の活性化に寄与するこ と を 目的と し て設置し ています。  

 

３ 札の辻スクエアの概要  

港区立産業振興センタ ーが入居する札の辻スク エアは、港区立三田図書館、民間連

携床（ 民間への貸付床） と と も に構成さ れる複合施設です。  

（１）名称 

札の辻スク エア 

（２）所在地 

東京都港区芝五丁目３ ６ 番４ 号 

（３）施設規模 

  ア 構   造 ： 鉄筋コ ンク リ ート 造（ PC造） 、 一部鉄骨造（ 制振構造）  

 イ  階   数 ： 地下１ 階から 11 階 

ウ 敷 地 面 積 ：  2, 291. 31 ㎡ 

  エ 延べ床面積： 18, 323. 80 ㎡ 

（４）フロア構成 

階数 施設名 主な諸室 

11 階 産業振興センタ ー ホール、 ロビー、 控室、 音響室 

10 階 研修室、 会議室、 ワーク ルーム、 勤労者交流室 

 9 階 
コ ワーキングスペース、 ビジネスサポート フ ァ

ク ト リ ー、 指定管理者事務室 

 8 階 産業振興課 産業振興課事務室、 関係団体事務室 
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（５）施設の特徴 

  ア 本施設は、区民避難所（ 港区立産業振興センタ ー）、帰宅困難者一時受入場所（ 港

区立三田図書館） 及び津波避難ビルに指定さ れています。 また、 災害時や避難所

に必要な非常用電源、 ト イ レ を 使用するための汚水貯水槽、 防災備蓄倉庫等を設

置し ています。  

  イ  第一京浜に面し た本施設の２ 階には、「 田町駅西口・ 札の辻交差点周辺地区まち

づく り ガイ ド ラ イ ン」 に基づく ペデスト リ アンデッ キを設置し ています。  

  ウ 本施設は、 誰にでも 安心し て利用でき るユニバーサルデザイ ンを採用し 、 誰で

も ト イ レや音声標識ガイ ド システム等を 設置し ています。  

  エ 本施設は、 全館に Wi -Fi を設置し 、 利用者にイ ンタ ーネッ ト 接続環境を提供し

ています。  

 

４ 港区立産業振興センターの概要 

（１）名称   

港区立産業振興センタ ー 

（２）施設規模 

  ア 階数： ９ 階～11 階 

  イ  延べ床面積： 3, 927. 09 ㎡  

（３）諸室 

階

数 
室名 定員 広さ  

利

用

方

法 

利用用途 

11

階 

ホール大 280 名 約 216 ㎡ 

団

体

利

用 

展示会、 総会、 懇親会、 交流会、  

講演会、 研修会、 説明会、 レ セ 

プショ ン、 入社式等 ホール小 120 名 約 143 ㎡ 

ロビー１   50 名 約 140 ㎡ 

ホールと 一体と なっ た展示会、交流

会等で利用可能（ ホールと 同時利用

可）  

ロビー２   20 名 約  55 ㎡ 

控室１    8 名 約 14 ㎡ 

控室２    8 名 約 16 ㎡ 

控室３    4 名 約  8 ㎡ 

 7 階 図書文化財課、 三田図書館 図書文化財課事務室、 指定管理者事務室 

 6 階 三田図書館 ヤングエリ ア、 子ども エリ ア、 学習室、 集会室 

 5 階 開架書架エリ ア、 学習室 

 4 階 開架書架エリ ア、 飲食コ ーナー（ カ フ ェ ）  

 3 階 民間連携床 学習塾 

 2 階 スーパーマーケッ ト 、 2 階エント ラ ンス 

 1 階 共用部 1 階エント ラ ンス、 駐車場、 駐輪場 

39



 3 

10 

階 

研修室１  90 名 約 120 ㎡ 

団

体

利

用 

研修会、 講演会、 説明会、 会議等 

研修室２  70 名 約 80 ㎡ 

会議室１  30 名 約 46 ㎡ 

会議室２  30 名 約 44 ㎡ 

会議室３  18 名 約 25 ㎡ 

会議室４  18 名 約 25 ㎡ 

ワーク ルーム１  24 名 約 36 ㎡ 会議、 フ ラ ワーアレンジメ ント 等 

ワーク ルーム２  20 名 約 38 ㎡ ヨ ガ、 合唱等 

勤労者交流室 20 名 約 40 ㎡ 
個

人 
囲碁、 将棋、 談話等 

９  

階 

コ ワーキング 

スペース 
84 名 約 250 ㎡ 

会

員 

オープンデスク 、個別ブース、登記

ポスト 、 個別ブース等 

ビ ジ ネス サポー

ト フ ァ ク ト リ ― 
66 名 約 200 ㎡ 最新機器による試作品の作成等 

（４）開設年月日  

令和４ 年４ 月１ 日 

（５）休館日・開館時間 

  ア 開館日・ 開館時間 

    月曜日から 土曜日 午前９ 時から 午後９ 時 30 分 

    日曜日      午前９ 時から 午後５ 時 

  イ  休館日 

    年末年始（ 12 月 31 日、 １ 月１ 日）、 臨時休館日 

※ ただし 、区長が必要と 認めると き は、こ れを変更するこ と ができ るこ と と する。  

（６）利用対象者 

  ア ホール、 研修室、 会議室、 ワーク ルーム 

（ ア） 中小企業者（ 中小企業基本法（ 昭和 38 年法律第 154 号） 第２ 条第１ 項に規定 

する中小企業者を いう 。 以下同じ 。） 及びその者を 主な構成員と する団体 

  （ イ ） 中小企業の従業員を 主な構成員と する団体 

    なお、（ ア）（ イ ） の団体は、 登録の際に、 次の要件を 満たす必要があり ます。 

 

 

 

 

 

 

 

イ  勤労者交流室 

    中小企業者の経営者、 事業主又は従業員 

  ウ コ ワーキングスペース及びビジネスサポート フ ァ ク ト リ ー 

【 団体登録の要件】  

① 団体の構成員が 10 人以上であるこ と 。  

② 団体の住所地及び代表者の連絡先が、 それぞれの登録区分に応じ て、 区内又は

区外にあるこ と 。  

③ 原則と し て、 団体と し ての規約又は会則が整備さ れ、 かつ、 活動計画を 有する

こ と 。  
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    個人及び法人その他団体 

  エ ア～ウのほか、 区長が適当と 認めるも の 

５ 指定期間 

令和９ 年４ 月１ 日から 令和 14 年３ 月 31 日まで（ ５ 年間）  

 

６ 使用許可権限の付与  

公募によ り 決定し た指定管理者に港区立産業振興セン タ ーの施設及び付帯設備に

関する使用許可権限を 付与し ます。使用許可に関する内容は下記のと おり です。別途、

使用許可に関する基準を明ら かにするため、 指定管理者は利用の手引き 等を作成し 、

あら かじ め区の承認を 得て決定し ます。  

① 利用方法 

② 利用承認 

③ 利用不承認 

④ 利用の休止 

⑤ 利用承認等の取消し  

⑥ 登記審査 

なお、 使用許可権限を 付与さ れた指定管理者は、 法令上、 処分権限を有する行 

政庁と し て取り 扱われるこ と と なり ますので、 次の点に留意し てく ださ い。  

【 使用許可権限を付与さ れた場合の留意点】  

① 港区行政手続条例に基づく 審査基準及び不利益処分基準について、 指定管理者 

が作成する必要はあり ません。  

② 港区行政手続条例に基づく 不利益処分を し よう と する場合の聴聞又は弁明の機 

会の付与の手続き は、 指定管理者が行政庁と し て執行するこ と になり ます。  

③ 指定管理者が行う 処分に対する不服申立てについては、 港区長への審査請求と  

なり 、 指定管理者は処分庁と し て弁明書の作成等を 行います。  

④ 指定管理者が行う 処分に対する取消訴訟等の行政訴訟については、 行政事件訴 

訟法第 11 条第２ 項の規定に基づき 、 指定管理者を 被告と し て提起さ れ、 指定管 

理者が訴訟対応を 行う こ と と なり ます。   

７ 利用料金制度の採用  

港区立産業振興センタ ーの利用料は、利用者が指定管理者に払い、指定管理者の収

入と する利用料金制度を採用し ています。 利用料は、 条例に定める額（ 以下参照） を

上限と し 、 あら かじ め区長の承認を得て、 指定管理者が定めます。  

 

（１）利用料 

ア 施設利用料 
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（ ア）   団体利用の場合                    （ 単位： 円） 

種別 

区分 

午前 午後 夜間 

9:00～12:00 稼働率 13:00～17:00 稼働率 17:30～21:30 稼働率 

ホ
ー
ル 

ホール大 6, 300 64％ 8, 500 75％ 8, 500 61％ 

ホール小 3, 700 51％ 4, 900 72％ 4, 900 64％ 

ロビー１  3, 100 39％ 4, 100 40％ 4, 100 33％ 

ロビー２  1, 200 17％ 1, 600 21％ 1, 600 21％ 

控室１    300 38％   400 39％   400 37％ 

控室２    400 26％   500 28％   500 28％ 

控室３    200 18％   200 18％   200 17％ 

配膳室   300 18％   400 20％   400 21％ 

研修室１  3, 500 56％ 4, 600 78％ 4, 600 64％ 

研修室２  2, 300 60％ 3, 000 82％ 3, 000 67％ 

会議室１  1, 300 62％ 1, 800 83％ 1, 800 67％ 

会議室２  1, 200 53％ 1, 600 80％ 1, 600 61％ 

会議室３    800 67％ 1, 100 85％ 1, 100 66％ 

会議室４    800 64％ 1, 100 80％ 1, 100 66％ 

ワーク ルーム１  1, 400 36％ 1, 900 65％ 1, 900 49％ 

ワーク ルーム２  1, 200 21％ 1, 600 30％ 1, 600 29％ 

※ 中小企業者及びその者を 主な構成員と する団体のう ち 、 ①区内に事務所若し く

は事業所を 有し 、又は区内に所在地を有するも の以外のも のと 、②営利を目的と

し て利用する場合の利用に係る料金は、 それぞれの利用に係る料金の「 倍額」 と

し ます。 ただし 、 参加者から 実費を 徴収する場合、 その他に営利に当たら ないと

区長が認める場合は、 こ の限り ではあり ません。  

※ 利用区分の時間には、 準備や後片付けの時間が含まれます。  

※ 利用者は、 複数の利用区分の時間を 連続し て利用するこ と ができ ます。  

※ 稼働率は、 令和６ 年度の実績です。  

（ イ ）  会員利用の場合                     （ 単位： 円）  

種別 区分 単位 金額（ 1 人につき ）  

コ ワーキン グス ペース

及びビ ジ ネス サポート

フ ァ ク ト リ ー 

個人 

会員 

時間 1 時間    450 

1 日 1 日  1, 800 

定期 1 月 18, 000 

法人 

会員 

定期 
（ 登記なし ）  

1 月 
18, 000 

定期 
（ 登記あり ）  

23, 400 

※ こ の表において「 登記」 と は、 法人会員が区規則で定めると こ ろ により 、 あら か 

じ め区長の承認を 得て、 会社法（ 平成 17 年法律第 86 号）、 その他の法令の規定

による登記をするこ と を いいます。  

※ コ ワーキングスペース及びビ ジネスサポート フ ァ ク ト リ ーを 法人会員が定期利
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用する場合の 1 法人会員当たり の利用人数等は、あら かじ め区長の承認を得て、

指定管理者が定めるも のと し ます。  

イ  付帯設備利用料 

  付帯設備の利用料については、 当該付帯設備ごと に 1 回の使用につき 、 1, 500

円を上限と し て区規則で定める額の範囲内において、 あら かじ め区長の承認を得

て、 指定管理者が決定し ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）留意事項 

ア 勤労者交流者室は、「 個人利用」「 施設利用料無料」 と し ます。  

イ  利用時間は、 午前９ 時から 午後９ 時 30 分までと し ます。  

ウ 指定管理者は収入と し た利用料の中から 条例に定める還付を 行います。  

エ 利用料は減額又は免除の対象と なる団体等があり ます。  

オ 利用料は、 維持管理経費の変動、 施設の運営状況を 定期的に反映さ せる必 

要があるため、 区では３ 年を 目途に利用料の見直し を行う こ と と し ています。  

 

８ 指定管理料等 

本施設の過去の指定管理料等については、 下表のと おり です。  

なお、 記載額は過去の実績を参考と し て示し たも のであり 、 本提案における指定管

理料の上限額を 示すも のではあり ません。  

（ 単位： 円） 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

収入 403, 743, 555 451, 125, 027 467, 955, 419 

 指定管理料（ 清算後）  342, 961, 485 352, 375, 127 347, 879, 949 

利用料金収入 60, 782, 070 98, 750, 080 120, 075, 470 

【 ビジネスサポート フ ァ ク ト リ ーに設置する機器】  

ビ ジネスサポート フ ァ ク ト リ ーに設置し ている 機器は、 以下のと おり 利用料を

算定し 、1 台セッ ト に付き 、1 時間当たり の利用料が 1, 500 円を上限と し ています。 

【 算定式例】  

ア 購入価格（ 消費税含む。）  

イ  保守費用及び消耗品費用（ 1 年分。 消費税含む。）  

ウ 法定耐用年数（ 利用形態に耐用年数が異なるも のは、 最も 短い年数）  

エ 機器を利用するこ と のでき る年間の時間 

日数    時間／日     時間／年 

月～土  312 日   12. 5 時間    3, 900 時間 

      51 日     8 時間         408 時間 

 

ア 購入価格+イ 保守費用及び消耗品費用×ウ 法定耐用年数   

  エ 機器を 利用するこ と のでき る年間の時間×ウ 法定耐用年数 

（ 1 時間当たり 、 100 円未満切捨て）  

機器利用料＝ 
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その他収入 0 0 0 

支出 408, 075, 443 436, 048, 865 455, 381, 507 

 職員人件費 178, 836, 116 181, 271, 510 183, 516, 669 

光熱水費 1, 410, 360 1, 571, 178 2, 219, 886 

修繕費 170, 660 406, 473 2, 214, 958 

事業運営費 143, 636, 532 172, 829, 555 184, 119, 207 

施設管理経費 30, 349, 812 26, 238, 162 28, 098, 685 

その他経費 53, 671, 963 53, 731, 987 55, 212, 102 

※ 指定管理料は、 予算額と 実績額の差額を 清算し た後の指定管理料の額です。  

※ 自主事業に係る収入及び経費は含みません。  

 

９ その他 

  港区立産業振興センタ ーのホームページをご確認く ださ い。  

  ht t ps: //mi nat o-sansi n. com/ 

 

Ⅱ 指定管理者が行う業務 

１ 事業運営 

港区立産業振興セン タ ーの事業を 計画する 場合は、 本施設が港区の中小企業の経

営支援、 スタ ート アッ プ支援など区の産業振興施策を 総合的に推進するための中核

施設であるこ と を 十分に認識のう え、利用者のニーズや地域産業の実情、社会的な課

題等を捉えた具体的な提案を お願いし ます。  
（１）基本事業 

指定管理者が行う 事業に関する業務は、 条例３ 条に定める以下の事業です。 詳細 

については、 業務基準書及び業務仕様書を参照し てく ださ い。  

ア 中小企業の経営支援に関するこ と （ 業務仕様書№①～④）  

イ  中小企業の人材育成及び人材確保の支援並びに中小企業への就労の支援に 

関するこ と （ 業務仕様書№⑤・ ⑥ ※⑦を 除く ）  

ウ 中小企業の勤労者福祉の向上に関するこ と （ 業務仕様書№⑧～⑩）  

エ 創業及び新たな事業の創出の支援に関するこ と （ 業務仕様書№⑪・ ⑫ ※⑬～

⑮を除く ）  

オ 企業間及び企業と 大学、 その他の研究機関の連携支援に関するこ と （ 業務仕様

書№⑰・ ⑱ ※⑯を除く ）  

カ  産業情報及び観光情報の収集・ 発信に関するこ と （ 業務仕様書№⑳～㉔ ※⑲

を 除く ）  

キ センタ ー施設の利用に関するこ と （ 業務仕様書№㉖～㉘ ※㉕を 除く ）  

ク  前各号に掲げるも ののほか、 区長が必要と 認める事業 

（２）提案事業 

提案事業は、事業の実施の可否及び内容について、事前に区と 協議のう え決定し 、

港区立産業振興センタ ーHP 
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指定管理料の範囲内で実施し ます。  

ア  人的資本経営事業（ 業務仕様書№⑦）  

イ  アント レ プレナー育成事業（ 業務仕様書№⑬）  

ウ オープンイ ノ ベーショ ン創出支援事業・ 企業間連携交流会事業（ 業務仕様書 

№⑭、 ⑯）  

エ スタ ート アッ プ支援事業（ 業務仕様書№⑮）  

オ  センタ ーメ ディ ア事業（ 業務仕様書№⑲）  

カ  センタ ー施設貸出事業（ 業務仕様書№㉕）  

キ 創立 10 周年記念事業（ 業務仕様書№㉙）  

ク  その他事業 

（３）自主事業  

前記（ １ ）（ ２ ） のほか、 本施設の設置目的に合致し 、 かつ、 本業務の実施を 妨げ

ない範囲で、 施設の利用率向上等を図るための事業を 自主的に行う こ と ができ ます。 

なお、 自主事業は、 事前に区と 協議の上決定し 、 事業に係る経費は事業者の負担

と し ます。  

（４）職員体制 

関係法令を 熟知し 、 様々な事業を実施するために必要な知識、 技能及び経験等を

有する職員を 配置し 、 施設の管理運営が円滑に行われるよう 配慮し てく ださ い。  

区政の方向性や課題を 十分に認識、 把握し 、 施設の事業運営に反映するための舵

取り 役を 担う 統括責任者（ 施設長） については、 指定期間開始時に特段の事情がな

い限り 、 公募時に提案し た者を配置し てく ださ い。 また、 統括責任者（ 施設長） を

指定期間中に交代する場合は、 後任の経歴等を提出し 、 事前に区と 協議するこ と と

し ます。  

ア 業務仕様書に記載のと おり 、 多岐にわたる業務を 様々なセク ショ ンで対応する

中、 セク ショ ン間や職員間の有機的な連携を生み出すため、 職員の全体管理や事

業の進捗管理など、 マネジメ ント 部分を 専任すると と も に、 組織を一つにまと め

る統括責任者（ 施設長） を 配置し てく ださ い。  

イ  コ ワーキングスペース、 ビジネスサポート フ ァ ク ト リ ー及びホールの運営に従

事する職員は、 本事業に精通し 経験を有する要員を 配置し てく ださ い。  

ウ コ ワーキングスペース及びビジネスサポート フ ァ ク ト リ ーにおいて、 区規則に

基づき 登記し よう と する者の審査ができ る要員を配置し てく ださ い。  

エ ビジネスサポート フ ァ ク ト リ ー内の専門機器の利活用を 促すため、 運営に従事

する職員は、利用者の目的を 丁寧に聴き 取り 、目的に合わせた適切な機器案内や、

利用方法を 分かり やすく レク チャ ーするこ と ができ る、 機器に精通し た職員を配

置し てく ださ い。  

オ 連携する施設へのサポート 等にも 支障がないよう 要員を 配置し てく ださ い。  

カ  提案事業に従事する職員についても 経験等を 考慮し て配置し てく ださ い。  

キ 多岐にわたる業務を担う セク ショ ン間、 職員間の有機的な連携に向けた具体的

な対応策を 設けてく ださ い。 連携に当たっ ては組織内の情報共有ツールの導入な

ど、 業務効率化、 情報共有化に努めてく ださ い。  
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ク  配置する職員の人材育成については、 公の施設の職員と し ての心構えを 認識し 、

従事職員教育、 接遇教育等を 徹底し 、 利用者及び区民への接遇等が常に良好と な

るよう 努めてく ださ い。  

（５）区事業への協力 

区が施設を 利用する場合は、事前に当該担当部署と 打合せを 行い、必要に応じ て、

事業へ協力し てく ださ い。  

（６）目標管理及び評価指標（KPI）の設定 

指定管理者は、 施設の設置目的及び利用者ニーズを踏まえて、 管理運営に関する

目標を設定し 、 その達成度を 客観的に評価でき る指標（ KPI ） を 事業計画に明示し て

く ださ い。 なお、 指標（ KPI ） には、 施設利用者数、 施設稼働率、 事業実施回数、 利

用者満足度、 創業支援件数など、 定量的に測定可能な項目を 含めてく ださ い。  

 

２ 施設の維持管理 

港区立産業振興セン タ ーが入居する 札の辻スク エアは、 産業振興課が複合施設全

体の主たる管理者と し て統括管理、設備管理、案内・ 保安警備、環境衛生管理（ 清掃）、

駐車場・ 駐輪場管理を 総合管理業務委託で実施し ます。 各施設の管理者は、 各施設独

自の設備・ 備品の管理や事業に関する廃棄物処理等を行います。  

 
＜港区立産業振興センタ ーの維持管理に係る分担業務＞ 

業務等 産業振興課 産業振興センタ ー 

統括管理（ 防災センタ ー）  ○ ― 

施設管理 ○ 
△ 

（ 施設独自の設備）  

案内・ 保安警備業務 ○ ― 

環境・ 衛生管理（ 清掃）  ○ ― 

駐車場・ 駐輪場管理 ○ ― 

施設修繕（ １ 件 200 万円越えの大規模な

改修等）  
○ ― 

施設修繕（ 施設ごと の備品等の１ 件 200

万円以下の修繕等）  
― ○ 

施設共通の設備の保守点検 ○ ― 

各施設独自の設備の保守点検 ― ○ 

廃棄物処理 ○ 

○ 

（ 産業廃棄物、 事業等

に伴う 廃棄物等）  

光熱水費 
○ 

（ 電気・ 上下水道）  

○ 

（ ガス）  

※ 施設の運営に当たっ ては、 産業振興課及び各施設管理者と 情報共有し 、 日常的に連携を 

図っ てく ださ い。  

（１）施設の維持管理業務 

指定管理者が行う 維持管理に関する業務は、以下のと おり です。詳細については、
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別紙業務基準書及び業務仕様書を 参照し てく ださ い。  

ア 貸室（ ホール、 研修室、 会議室、 ワーク ルーム等） の利用に関する業務 

イ   来館者の受付・ 対応及び施設利用の情報提供に関する業務 

ウ  コ ワーキングスペース及びビジネスサポート フ ァ ク ト リ ーの利用及び運営 

に関する業務 

エ  施設の維持管理に関するほか以下の業務を行う こ と 。  

（ ア） 施設・ 付属設備の管理及び物品等の取扱いに関する業務 

（ イ ） 各施設独自の設備・ 機器の保守点検 

（ ウ） １ 件 200 万円（ 税込） 以下の軽易な修繕及び整備に関する業務 

（ エ） 施設内の清潔の保持、 整頓その他の環境整備に関する業務 

 

（２）安全・安心に関する業務 

各施設専有部は、 それぞれの責任において、 以下の施設利用者等の安全・ 安心に 

関する業務を 行います。 ただし 、 大規模複合施設であるこ と を 踏まえ、 緊急を要す 

る場合などには、 産業振興課長（ 総合管理者） が利用者の安全・ 安心に係る各施設 

への指示や全体の指揮をと り ます。  

ア 災害や事故の発生などの緊急時において、 「 港区危機管理基本マニュ アル（ 改

訂版） 」 （ 別紙２ ） に基づき 、 「 緊急対応マニュ アル」 を 作成し 、 利用者等の避

難誘導、 関係機関への通報、 傷病者の医療機関への搬送の付き 添い、 安全確保、

通報・ 連絡等の迅速かつ的確な対応を行う こ と 。  

イ  休日・ 夜間の連絡体制を確立するこ と 。  

ウ 区有施設等安全点検及び点検報告( 日常点検・ 総点検) 「 港区有施設の安全管理 

に関する要綱」（ 別紙３ ）、「 港区有施設安全管理業務実施要領」（ 別紙４ ） に基づ

く 安全管理体制の整備、 日常安全点検等を 実施するこ と 。  

エ 災害等に際し て、 従事職員及び一時的に施設に滞在するこ と になっ た利用者の

食料や飲料水等を 購入し 、 適切に管理するこ と 。 指定期間満了時において消費期

限を超えていない物については、 次期指定管理者に引き 継ぐ こ と 。 なお、 購入に

かかる費用は区が指定管理料で措置する。  

オ 震災・ 風水害及び新型イ ンフ ルエンザ等の大規模な災害が発生し た場合を想定

し 、「 港区業務継続計画」 を 踏まえ、 開館時間外の災害その他あら ゆる緊急事態、

非常事態に際し て、 業務体制の整備など速やかに対応でき る体制を 整える こ と 。 

カ  Ａ Ｅ Ｄ 日常作動点検を 行い、 保守管理を 行う こ と 。  

キ 上記アから カ までを適切に遂行するために、 事件・ 事故の際の対応を 定め、 職

員研修の実施等を 行う こ と 。  

ク  利用者に対する見守り 、 声掛け、 相談、 関係機関への引継ぎなど様々な支援を

行う こ と 。  

ケ 芝地区総合支所等と の防災無線や避難所運営等の訓練に参加又は協力する こ

と 。  

コ  本施設は、 区民避難所に指定さ れているこ と から 、 区が区民避難所を開設し た

際には、 別途締結する災害時協定に基づき 対応するこ と 。  
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サ 本施設は津波避難ビルに指定さ れているため、 別途締結する津波避難ビルに関

する協定に基づき 対応するこ と 。  

シ 災害時は区の指示に基づき 区民の安全確保のため協力するこ と 。  

ス 管理する個人情報の保護をはじ め情報セキュ リ ティ については、 本業務に従事

するすべての者が「 港区情報安全対策指針」（ 別紙５ ） を 遵守し 、 漏えいの防止等

の適正な管理に努めるこ と 。  

セ 消防法に基づき 、 日常の火災予防・ 震災対策又は万一の場合に円滑な行動がで 

き るよう 、 統括防火防災管理者の消防計画の作成に協力するこ と 。  

ソ  火災・ 地震等による被害が発生し た場合に、 通報・ 初期消火・ 避難誘導等の活 

動が円滑に実施でき る よう 、 統括防火防災管理者の指示・ 命令に従う と と も に、 

消防法に基づく 自衛消防地区隊を結成し 、 災害活動にあたるこ と 。  

タ  複合施設全体を 管理する 産業振興課及び他の施設の管理者と 協力し 、 非常時に

備え協力体制を 整えると と も に日常訓練を行う こ と 。  

チ 施設全体の運営を 定期的に検証・ 評価すると と も に、大規模複合施設なら ではの

課題への速やかな対応を 行う ため、 産業振興課が設置する 施設運営協議会への

参加や各種報告等に対応・ 協力するこ と 。  

 

３ 管理運営の基準 

（１）関係法令等の遵守 

指定管理者は、 以下に掲げるも のを はじ めと し た関係法令等を遵守し 、 施設の管

理運営を 行っ てく ださ い。  

ア  港区立産業振興センタ ー条例 

イ  港区立産業振興センタ ー条例施行規則 

ウ  港区立産業振興センタ ー運営要綱 

エ  港区立産業振興センタ ー利用登録要綱 

オ  港区立産業振興センタ ー有償講座実施要綱 

カ   地方自治法 

キ  労働関係法（ 労働基準法、 最低賃金法、 労働安全衛生法等）  

ク   個人情報の保護に関する法律 

ケ  港区情報公開条例及び施行規則 

コ   港区環境基本条例 

サ  港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例及び施行規則 

シ  港区有施設の安全管理に関する要綱 

ス  港区防災対策基本条例 

セ  港区暴力団排除条例 

ソ   障害者の雇用の促進等に関する法律 

タ   障害を理由と する差別の解消の推進に関する法律 

チ  消防法、 食品衛生法その他関係法令 

ツ  その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる各種法令・ 条例等  
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（２）区が定める指針等への対応 

   以下の主な指針等を 十分認識の上、 積極的に区と 連携し てく ださ い。  

ア 港区指定管理者制度運用指針  

イ  港区情報安全対策指針 

ウ 港区環境マネジメ ント システムハンド ブッ ク  

エ 港区区有施設受動喫煙防止対策基本方針 

オ 港区行政情報多言語化ガイ ド ラ イ ン  

カ  （ 公社） 港区シルバー人材センタ ー及び区内障害者授産施設等への優先発注 

キ 区内中小事業者への優先発注 

ク  港区の契約における暴力団等排除措置要綱 

ケ 港区職員のハラ スメ ント の防止等に関する要綱 

  コ  港区職員接遇マニュ アル「 あっ たかマナーみなと 」  

  サ 港区職員の障害を 理由と する差別の解消の推進に関する要綱 

  シ  港区が発注する 契約に係る 業務に従事する 労働者等の労働環境確保の促進に

関する要綱 

ス その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる指針等 

（３）個人情報保護 

   指定管理者は、 指定管理業務を 行う に当たり 、 個人情報を取り 扱う 場合は、 関係

法令等を 遵守し 、 その取扱いに十分留意し 、 漏えい、 滅失及びき 損の防止、 その他

の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じ てく ださ い。  

（４）再委託の禁止 

指定管理業務の全部又は主たる部分を再委託するこ と はでき ません。 ただし 、 清

掃・ 警備及び設備の保守点検など専門性の高い個別業務等については、 区の事前承

認を 得た場合に限り 、 再委託ができ ます。  

再委託を行う 場合においては、 区内中小企業やシルバー人材センタ ーなどを 積極

的に活用し てく ださ い。  

（５）地域や複合施設との連携 

地元町会・ 自治会、 札の辻スク エア内の施設、 その他関係団体など、 地域と 良好

な関係を 築く ため、 地域の行事やイ ベント に参加するなど、 積極的に交流を 図っ て

く ださ い。  

（６）区と指定管理者の役割及び管理責任の分担 

  ア 役割分担（ ◎： 主体的な役割 ○： 補助・ 助言・ 指導する役割）  

項  目 港区 指定管理者 

設置者と し ての責務 ◎ － 

産業振興センタ ーの管理運営 
○ 

条例・ 規則事項 
◎ 

 施設の管理（ 設備、 物品の管理）  ○ ◎ 

施設の占用・ 行為許可 ◎ － 

苦情対応 ○ ◎ 

緊急時の対応（ 事件・ 事故等）  ◎（ ※）  ◎（ ※）  
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施設の安全対策（ 安全点検・ 整備・ 改修等） ◎（ ※）  ◎（ ※）  

広報・ PR ○ ◎ 

事業運営 ○ ◎ 

（ ※） 設置者と し ての責任は港区にあり 、管理責任は指定管理者にあるこ と を示し ます。  

 イ  管理責任の分担（ ○： 主たる分担者）             

項  目 内   容 
管理責任分担 

港区 指定管理者 

１  法令等の変更 

( 1)  
指定管理業務に影響を及ぼす法令

等の変更 
○  

( 2)  
上記以外の指定管理者自身に影響

を及ぼす法令等の変更 
 ○ 

２  税制の変更 
( 1)  

指定管理業務に影響を及ぼす税制

の変更 
○  

( 2)  上記以外の一般的な税制の変更  ○ 

３  物価変動 ( 1)  
指定期間中の物品費、 人件費等物

価変動に伴う 経費の増加 
 ○ 

４  金利変動 ( 1)  
指定期間中の金利変動に伴う 経費

の増加 
 ○ 

５  書類 

( 1)  区が作成し た書類に起因する事項 ○  

( 2)  
指定管理者が作成し た書類に起因

する事項 
 ○ 

( 3)  
両者記名捺印し た協定書に起因す

る事項 
相互で協議 

６  指定管理者の指定 

( 1)  
区の事由により 指定管理者の指定

が議会で議決さ れない場合 
○  

( 2)  

指定管理者候補者の事由により 指

定管理者の指定が議会で議決さ れ

ない場合 

 ○ 

７  
指定管理業務の変更

及び経費の変動 

( 1)  
区の事由による指定管理業務の変

更に伴う 経費の増加 
○  

( 2)  
上記以外の事由による指定管理業

務の変更及び経費の増加 
 ○ 

８  住民対応 

( 1)  地域と の協調  ○ 

( 2)  
指定管理業務及び自主事業の内容

に対する住民から の苦情、 要望等 
 ○ 

( 3)  
上記以外の区政全般への苦情、 要

望等 
○  

９  環境問題 

( 1)  
施設又は用地から の有害物質等の

発生 
○  

( 2)  

指定管理業務及び自主事業に起因

する有害物質の排出・ 漏洩、騒音、

振動、 光、 臭気等に関するも の 

 ○ 

10 不可抗力 ( 1)  

不可抗力（ 暴風、 豪雨、 洪水、 地

震、 落盤、 火災、 争乱、 暴動その

他の区又は指定管理者の責めに帰

○  
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すこ と のでき ない自然的又は人為

的な現象） による被害の発生、 拡

大及び施設・ 設備の復旧 

( 2)  

不可抗力によるも ので、 指定管理

者の対応の遅れ、 施設管理の不備

等による被害の発生、 拡大及び施

設・ 設備の復旧 

 ○ 

11 施設の損傷 

( 1)  
指定管理者の故意又は過失による

も の 
 ○ 

( 2)  
施設の設計・ 構造上の瑕疵による

も の 
○  

( 3)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為

（ 相手方が特定でき ないも の） 等

によるも の（ １ 件 200 万円を超え

るも の）  

○  

( 4)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為

（ 相手方が特定でき ないも の） 等

によるも の（ １ 件 200 万円以下の

も の）  

 ○ 

12 備品（ Ⅰ種） の損傷 

( 1)  
指定管理者の故意又は過失による

も の 
 ○ 

( 2)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為

（ 相手方が特定でき ないも の） 等

によるも の 

○  

13 施設等の保守点検 

( 1)  区の事由による保守点検の増加 ○  

( 2)  
指定管理者の責め及び保守点検の

不備による保守点検の増加 
 ○ 

14 第三者への賠償 

( 1)  
指定管理者の責めに帰すべき 事由

により 第三者に生じ た損害 
 ○ 

( 2)  
上記以外の事由により 第三者に生

じ た損害 
○  

15 セキュ リ ティ  

( 1)  
指定管理者の警備不備による情報

漏洩、 犯罪発生等 
 ○ 

（ 2）  
上記以外の事由による情報漏洩、

犯罪発生等 
○  

16 使用料等の管理 ( 1)  

施設利用者から 徴収又は収納し た

使用料、 区から 予め交付し た還付

のための使用料、 事業に伴う 金銭

の盗難・ 紛失 

 ○ 

17 指定期間の終了 

( 1)  

指定期間終了の場合（ 指定期間の

満了以前の取消し 等による場合を

含む。）における区又は区が指定す

るも のに対する業務の引継ぎに要

する費用 

 ○ 

( 2)  

指定期間終了の場合（ 指定期間の

満了以前の取消し 等による場合を

含む。）における原状復帰に要する

費用 

 ○ 

 
（ 備考）  
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２ -( 1)  消費税率の変更を 想定し た規定です。  

２ -( 2)  収益関係税、 外形標準課税など指定管理者自身に影響を 及ぼす税制の変

更を想定し た規定です。  

 

４ 運営経費等に関する事項  

（１）指定管理料の支払 

指定管理料は、 提案のあっ た経費と 利用料収入の差額の範囲内を上限と し 、 区の

予算の範囲内で支払う も のと し ます。支払方法、支払時期については、基本協定書・

年度協定書で定めます。  

資金・ 収支計画書及び受託経費見積書は、区が定める次の６ つの経費区分に従う

と と も に、 人件費や物価の変動の影響を 考慮の上、 作成し てく ださ い。  

なお、 原則、 経費区分間の流用はでき ないも のと し 、 やむを 得ない理由で流用す

る際は、 区と 協議の上決定するも のと し ます。  

 

ア 職員人件費 施設に勤務する 職員等（ 職員配置表に記載し た職員等） に

かかる人件費 

※ 職員配置表で配置する こ と と し た職員の人件費について積

算し てく ださ い。  

※ 人件費の積算に当たっ て、 職員の定期昇給がある場合は加味

し てく ださ い。 また、 区が定める最低賃金水準額を遵守し て

く ださ い。（ 最低賃金水準額については項番Ⅱ４（ ２ ） を参照） 

※ 事業計画に基づく 施設職員の確実な配置及び当該職員の人

件費を保障する観点や、 指定管理者の経営努力による経費節

減が見込まれないこ と から 、予算額と 実績額の差額（ 余剰金）

を清算し ます。 清算方法の詳細については、 基本協定書で定

めます。  

イ  光熱水費 施設の維持管理に必要なガス料金 
※ ガス料金については、 予算額と 実績額の間に乖離が生じ る

可能性が高いこ と から 、 予算額と 実績額の差額（ 余剰金）

を清算し ます。 清算方法の詳細については、 基本協定書で

定めます。  

※ 電気及び上下水道料金については、 区が直接支払う ため、

受託経費見積には含めないでく ださ い。  

ウ 修繕費 施設や設備等の修繕、 備品等の修理に必要な経費 

※ 指定管理者が作成し た修繕計画に基づき 区が優先順位を 設

定し 、 1 件 200 万円（ 税込） 以下の建物躯体や建物設備の保

全のための軽易な修繕及び整備費用（ 併設施設部分を含む。）

については、 指定管理料に含めます。  

※ 1 件 200 万円（ 税込） を超える修繕又は修理は、 指定管理料

と は別に区が実施し ます。  

※ 予算額と 実績額の間に乖離が生じ る可能性が高いこ と から 、

予算額と 実績額の差額（ 余剰金） を清算し ます。 清算方法の

詳細については、 基本協定書で定めます。  
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エ 事業運営費 施設で実施する各種事業に必要な経費 

※ 当該経費について清算はあり ません。 ただし 、 事業の中止等

で実績が事業計画における 見込みを 下回っ たこ と によ る 執

行残額は区に返還し ます。 清算方法の詳細については、 基本

協定書で定めます。  

※ 再委託による予定金額と 決定金額の差額を清算し ます。

清算方法の詳細については、 基本協定書で定めます。  

オ 施設管理経費 施設の維持管理に必要な保守・ 検査業務、清掃業務、警備業

務、 廃棄物処理等にかかる経費 

※ 当該経費について清算はあり ません。 ただし 、 事業の中止等

で実績が事業計画における 見込みを 下回っ たこ と によ る 執

行残額は区に返還し ます。 清算方法の詳細については、 基本

協定書で定めます。  

※ 再委託による予定金額と 決定金額の差額を清算し ます。 清算

方法の詳細については、 基本協定書で定めます。  

カ  その他経費 本社（ 本部） 等が労務管理などの業務を 一括し て行う ため

に施設（ 事業所） が負担する経費、 施設を 本社（ 本部） 等が

支援する ために必要な経費、 企業の利益など、 上記のア～

オのいずれにも 該当し ない経費 

※ 「 その他経費」 は、 一括計上は不可です。 次の内訳に基づい

て記載し てく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各経費の計上に当たっ ては、 算定の考え方や根拠等を明ら かにする資料を 必 

ず添付し てく ださ い。  

（２）従事する職員の最低賃金水準額 

指定管理者は、 本施設に配置さ れる職員（ 再委託及び人材派遣会社により 配置す

る職員を 含む。） の最低賃金水準額を 遵守し てく ださ い。 最低賃金水準額は、「 港区

が発注する 契約に係る 業務に従事する 労働者等の労働環境確保の促進に関する 要

綱」 で定める金額と 同額（ 令和８ 年度 一般事務・ 時給額： １ ， ５ ７ ０ 円） です。  

最低賃金水準額は、 毎年度見直し ます。 また、 最低賃金法（ 昭和 34 年法律第 137

号） に基づく 地域別最低賃金額が最低賃金水準額を 上回っ たと き は、 地域別最低賃

金額を最低賃金水準額と し ます。  

※最低賃金水準額の根拠と なる法令等は、 今後、 港区における公契約に関する例

「その他経費」の内訳について 

事務管理経費 

本社( 本部) 等によ る施設支援に係る、 人件費等、 会議費、

出張費等 

運営費 

本社( 本部) 等によ る施設支援に係るシステム維持管理費、

賃借料、 光熱水費、 リ ース料等 

租税公課 

指定管理者が納付すべき 消費税や事業所税 等 
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規等に変更になる可能性があり ます。 変更になっ た場合は、 別途お知ら せいた

し ます。  

（３）備品購入の取扱い 

１ 点予定価格５ 万円（ 税込） を 超える備品については、 区が必要と 認めた場合に 

限り 、 区が購入し 、 無償で貸与し ます。 備品の管理は指定管理者の責務と し ます。 

（４）収入 

項番Ⅰ７ に係る利用料金は指定管理者の収入と し 、 管理運営業務に係る経費は原

則と し て利用料金収入と 区から の指定管理料で措置し ます。  

事業実施に要する経費のう ち、 参加者個人に直接かかる経費（ 材料費など） は区

の考え方に基づいて徴収でき ます。 その他については、 区と 指定管理者が協議の上

決定し ます。  

なお、 利用料金収入が想定より 下回っ た場合は、 災害等のやむを えない場合を除

き 、 指定管理料での損金補填等は行いません。  

（５）銀行口座の開設 

 本業務の実施に係る支出及び収入を 適切に管理するため、 本業務に固有の銀行口

座を 開設し 、 適切な運用を 図るも のと し ます。  

（６）キャッシュレス決済の推進 

PayPay 株式会社が提供する二次元コ ード 決済である「 PayPay」 を 全ての区有施設

等の窓口で利用可能な決済サービスと すると と も に、 一定以上の収納件数が見込ま

れる場合はマルチ決済端末（ ク レ ジッ ト カ ード 、 電子マネー、 二次元コ ード ） を 配

備し ています。 また、 みなト ク PAY での支払いも 可能と なるよう 、 区と 必要な手続

き を 進めてく ださ い。  

指定管理者は、 項番Ⅱ４ （ ４ ） の収入を 利用者から 直接収納する場合、 区と 協議

の上、 キャ ッ シュ レ ス決済の導入に向けた必要な対応を お願いし ます。 キャ ッ シュ

レ ス決済に係る費用負担の考え方は下表のと おり です。  

収納内容 月額利用料、決済手数料等の負担者 

使用料又は利用料金を 収納する場合 
区 

（ 指定管理料で措置）  基本事業や提案事業において 

参加者に直接かかる経費を収納する場合 

自主事業において 

参加者に直接かかる経費を収納する場合 
指定管理者 

（７）損害賠償保険 

施設運営にあたり 、 指定管理者が業務を行う に当たっ て施設に損害が生じ た場合

に対応する「 施設賠償責任保険」 と 施設利用者等に損害が生じ た場合の損害賠償額

を 担保するための「 第三者賠償保険」 に必ず加入し てく ださ い。  

指定管理者が加入すべき 保険の補償額の最低水準は、「 特別区自治体総合賠償責

任保険制度」 で定める金額と し ます。  

（８）消費税及び事業所税 

  ア 消費税 

    消費税法第２ 条第１ 項第８ 号において、 課税対象と なる「 資産の譲渡等」 につ

いて、「 事業と し て対価を 得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供
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を いう 」 と 規定さ れているこ と から 、 指定管理料は、 原則と し て、 その全額が消

費税の課税対象と なり ます。 なお、 社会福祉施設等、 公の施設の種類と 内容によ

っ て非課税と し て取り 扱われる場合も あり ます。  

  イ  事業所税 

    利用料金制を 採用し ている 公の施設で指定管理者が事業主体と みなさ れる 場

合は、 事業所税の課税対象と なる可能性があり ます。 なお、 各施設・ 各指定管理

者の具体的な判定については、 管轄する都税事務所に確認願います。  

（９）消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応 

   令和５ 年１ ０ 月から 導入さ れた消費税の適格請求書等保存方式（ イ ンボイ ス制度）

において、 利用料金等の収受に際し 、 登録番号、 適用税率、 消費税額等を記載し た

適格請求書（ イ ンボイ ス） の利用者への交付が想定さ れます。 指定管理者において

は、 イ ンボイ スの事業者登録を はじ め、 必要な対応を お願いし ます。  

（10）その他 

その他、本要項に定めのない事項については、区と 指定管理者が協議の上決定し 、

協定書により 定めます。  

 

Ⅲ 選定手続 

１ 公募の手続・手順 

（１）申請者の資格   

地方自治法第 244 条の２ 第３ 項に規定する法人その他の団体で、 次のアから オの

全てに該当する者 

ア 港区立産業振興センタ ーの運営に熱意を持ち、 施設の効用を最大限に発揮する

と と も に効率的な管理運営を 図るこ と ができ る者 

イ  指定期間中、 事業の管理運営を安定し て行う 物的能力、 人的能力を有し ている

者 

ウ 港区議会議員、 区長、 副区長、 教育長並びに地方自治法第 180 条の５ 第１ 項に

規定する委員会の委員及び委員が、 無限責任社員、 取締役、 執行役若し く は監査

役若し く はこ れら に準ずべき 者、 支配人又は清算人と なっ ていない法人や、 その

他の団体。 区が資本金、 基本金その他こ れら に準ずるも のの二分の一以上を 出資

し ている法人その他の団体であっ て、 区議会議員以外の者が役員等と なっ ている

も のは可と する。  

エ 項番Ⅱ１ （ １ ）（ ２ ） に掲げる事業、 及びこ れら に類する事業運営を行っ ている

事業者であるこ と 。  

オ 団体又はその代表者が以下のいずれにも 該当し ないこ と 。  

（ ア） 地方自治法施行令第 167 条の４ 第２ 項及び第 167 条の５ 第１ 項（ 同項を 準

用する場合を含む。） の規定により 港区における一般競争入札等の参加を 制限

さ れている者 

（ イ ） 経営不振の状態（ 会社更生法（ 平成 14 年法律第 154 号） 第 17 条第１ 項に
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基づき 更正手続開始の申立てを し たと き 、 民事再生法（ 平成 11 年法律第 225

号） 第 21 条第 1 項に基づき 再生手続開始の申立てをし たと き 、手形又は小切

手が不渡り になっ たと き 等。） にある者。  

（ ウ） 国税又は地方税を 滞納し ている者 

（ エ） 指定管理者の指定の取消し （ 法人格の変更等に伴う 指定の取消し を 除く 。）

を 受けてから ２ 年間が経過し ていない者 

（ オ） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２ 条に掲げる暴力団、

又は暴力団若し く はその構成員でなく なっ た日から ５ 年を 経過し ていない者

の統制下にある団体又は特殊知能暴力集団、 準暴力団その他の犯罪集団に該

当し ない団体 

（２）複数の団体による共同申請 

ア 複数の団体で共同事業体を 結成の上、 申請するこ と も 可能です。 その場合は、

申請時までに共同事業体を 結成し 、 適切な名称を 設定の上、 代表団体（ 他の団体

は構成団体と し ます。）を 定めてく ださ い。グループ内のすべての団体が上記（ １ ）

申請者の資格（ 構成団体はエを 除く 。） に該当するこ と が必要です。  

イ  共同事業体で、 法人等を設立する場合は、 指定管理者の指定の議決までに、 法

人登記事項証明書又はそれに代わる書類等を提出し てく ださ い。  

ウ 当該共同事業体の代表団体及び構成団体は、 本公募において別の共同事業体又

は単独により 申請するこ と はでき ません。  

エ 代表団体及び構成団体の変更は原則と し て認めません。 ただし 、 区が業務遂行

上の支障がないと 判断し た場合に限り 、 変更でき るも のと し ます。  

（３）公募の日程  

公募要項発表        令和８ 年２ 月 16 日（ 月）  

公募説明会・ 現地見学会   令和８ 年２ 月 24 日（ 火）  

質疑受付          令和８ 年２ 月 16 日（ 月） から  

令和８ 年３ 月 ６ 日（ 金） まで 

質疑回答          令和８ 年３ 月 13 日（ 金）  

申請受付          令和８ 年２ 月 16 日（ 月） から  

令和８ 年５ 月 22 日（ 金） まで 

第一次審査（ 書類審査）    令和８ 年６ 月 30 日（ 火） 予定 

第二次審査（ ﾌﾟ ﾚｾ゙ ﾝﾃー ｼｮﾝ）   令和８ 年７ 月 14 日（ 火） 予定 

指定管理者候補者選定    令和８ 年 ８ 月上旬予定 

指定管理者の指定      令和８ 年 10 月下旬予定 

（４）公募説明会及び現地見学会 

ア 公募説明会 

・ 日 時  令和８ 年２ 月 24 日（ 火）  午前 10 時～11 時 

・ 場 所  港区立産業振興センタ ー 研修室１ （ 予定）  

イ  現地見学会 

  ・ 日 時  令和８ 年２ 月 24 日（ 火）  午前 11 時～12 時 

  ・ 場 所  港区立産業振興センタ ー 
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ウ 参加申込 

  公募説明会及び現地見学会参加申込書に必要事項を 記入し 、 以下の提出先に、  

メ ールで送信し てく ださ い。 その際、 送信未達を防ぐ ため、 事後に電話にて連絡 

を お願いし ます。（ 会場の都合上、 １ 団体３ 名まででお願いし ます。） なお、 送信 

未達を 防ぐ ため、 併せて電話にて連絡を お願いし ます。  

※ こ れ以外での方法（ 持参、 郵送、 電話、 口頭等） 又は、 期間を過ぎたも のは

受け付けません。  

（ ア） 申込受付期間 令和８ 年２ 月 20 日（ 金） 午後５ 時まで（ 必着）  

（ イ ） 提出先  

港区産業・ 地域振興支援部産業振興課 

経営支援係 二宮、 出口 

電話： ０ ３ ( ６ ４ ３ ５ ) ４ ６ １ ３  

Mai l ： shoukou3@ci t y. mi nat o. t okyo. j p 

（５）申請手続 

応募を 希望する事業者は、 下記の書類を 提出し てく ださ い。 共同事業体の場合、

③から ⑯に掲げる書類は、 団体ごと に作成し てく ださ い。  

提 出 書 類 様式 
部数 

正本 副本① 副本② 

① 指定管理者指定申請書 様式１  １ 部 - - 

 ※共同事業体の場合は次の様式も 提出し てく ださ い。  

 

[ Ａ ] 共同事業体構成書 様式Ａ  １ 部 １ 部 ８ 部 

[ Ｂ ] 共同事業体協定書兼委任状 様式Ｂ  １ 部 - - 

[ Ｃ ] 宣誓書 様式Ｃ  １ 部 - - 

[ Ｄ ] 安定運営の取組 様式Ｄ  １ 部 １ 部 ８ 部 

② 
宣誓書 
※共同事業体の場合は提出不要（ 参考様式Ｃ で可）  

様式２  １ 部 - - 

③ 法人（ 団体） 等の概要 様式３  １ 部 １ 部 ８ 部 

④ 
定款、 寄附行為又はこ れに類するも の 
※最新のも の 

- １ 部 ３ 部 - 

⑤ 
法人の登記事項証明書（ 全部事項証明書）  
※申請日前３ か月以内に発行さ れたも の 

- １ 部 ３ 部 - 

⑥ 
印鑑証明書 
※申請日前３ か月以内に発行さ れたも の 

- １ 部 ３ 部 - 

⑦ 

預金残高証明書 
※直近の決算期末日現在のも の 

※本社と し て応募さ れる 場合は、本社の主要取引口座に

関する 証明書のみで可 

- １ 部 ３ 部 - 
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⑧ 

決算書類等 
※直近の決算期３ 期分に係るも の 

書類例 

［ 株式会社］  

貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変動計算書、 個

別注記表、 事業報告、 付属明細書、 連結財務諸表（ 該

当する 団体のみ）  

［ 社会福祉法人］  

資金収支計画書、 事業活動計算書、 貸借対照表、 計算

書類の注記、 事業報告、 付属明細書、 財産目録 

［ Ｎ Ｐ Ｏ 法人］  

活動計算書、貸借対照表、計算書類の注記、財産目録、

事業報告書 

— １ 部 ３ 部 — 

⑨ 

監査報告書 
※直近の決算期３ 期分に係るも の 

※会計監査人（ 公認会計士又は監査法人） の監査を 受け

ている 場合には、 会計監査人の監査報告書も 提出 

- １ 部 ３ 部 — 

⑩ 

事業計画書及び収支予算書 
※公益法人等、法令で作成が義務付けら れている 団体の

み提出 

※申請日に属する 事業年度のも の 

- １ 部 ３ 部 - 

⑪ 

法人税、 消費税、 法人事業税、 地方消費税の納

税証明書 
※直近の決算期２ 期分に係るも の 

※本社と し て応募さ れる 場合は、本社所在地に係る地方

税の証明書のみで可 

- １ 部 ３ 部 - 

⑫ 担保提供資産について 様式４  １ 部 ３ 部 - 

⑬ 債務の保証について 様式５  １ 部 ３ 部 - 

⑭ 類似施設の管理運営実績について 様式６  １ 部 - ８ 部 

⑮ 情報セキュ リ ティ 確認チェ ッ ク シート  様式７  １ 部 - ８ 部 

⑯ 労働環境チェ ッ ク シート  様式８  １ 部 - ８ 部 

（６）計画書類の提出 

申請者は、 下記の書類を 提出し てく ださ い。  

№ 提出書類 様式 
提出部数 

正本 
副本

① 

副本

② 

管理運営計画に関する書類 

① 計画書類等提出書 様式９  １ 部 １ 部 ８ 部 

② 
資金・ 収支計画書 

（ 令和９ 年度から 令和１ ３ 年度まで）  様式 10 １ 部 １ 部 ８ 部 

③ 
受託経費見積書 

（ 令和９ 年度から 令和１ ３ 年度まで）  
様式 11 １ 部 １ 部 ８ 部 

④ 
給与・ 報酬・ 賃金等に関する規程 
※最新のも ので、 人件費の積算内訳の根拠と なる も の 

様式自由 １ 部 １ 部 ８ 部 
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⑤ 

施設運営に関する 基本的な考え方、 管理運営

体制（ 職員体制・ 勤務体系）  
様式 12 

１ 部 - ８ 部 職員配置表 
※「 指定管理施設雇用区分確認表」 に基づき 作成 

様式 13 

職員ローテーショ ン表 
（ 雇用区分別 ①月～金 ②土 ③日・ 祝日）  

様式 13-2 

⑥ 
統括責任者（ 施設長） 予定者の勤務実績と 責任

者の配置に関する基本的な考え方 
様式 14 １ 部 - ８ 部 

⑦ 

職員育成、研修実施に対する考え方、苦情解決

や接遇向上、顧客満足度（ CS） 向上に向けた具

体的取組 

様式 15 １ 部 - ８ 部 

⑧ 個人情報保護に関する考え方と 具体的な取組 様式 16 １ 部 - ８ 部 

⑨ 

災害や事故等の危機管理における 利用者の安

全・ 安心の確保と 、区民避難所開設時の管理運

営体制整備に関する 基本的な考え方と 具体的

取組 

様式 17 １ 部 - ８ 部 

⑩ 再委託を 予定し ている業務 様式 18 １ 部 - ８ 部 

⑲ 地域や複合施設と の連携 様式 19 １ 部 １ 部 ８ 部 

事業運営に関する書類 

⑪ 
中小企業の経営支援に関する 事業に対する 基

本的な考え方と 具体的な取組 
様式 20 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑫ 

中小企業の人材育成及び人材確保の支援並び

に中小企業への就労の支援に関する 基本的な

考え方と 具体的な取組 

様式 21 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑬ 
中小企業の勤労者福祉の向上に関する 基本的

な考え方と 具体的な取組 
様式 22 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑭ 
創業及び新たな事業の創出の支援に関する 基

本的な考え方と 具体的な取組 
様式 23 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑮ 

企業間及び企業と 大学その他の研究機関の連

携支援に関する 事業に対する 基本的な考え方

と 具体的な取組 

様式 24 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑯ 

産業情報及び観光情報の収集及び発信に関す

る 事業に対する 基本的な考え方と 具体的な取

組 

様式 25 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑰ 
セン タ ー施設の利用に関する 基本的な考え方

と 具体的な取組 
様式 26 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑱ 
【 提案事業】 人的資本経営事業の具体的な取

組 
様式 27 １ 部 １ 部 ８ 部 

⑲ 
【 提案事業】 アン ト レ プレ ナー育成事業の具

体的な取組 
様式 28 １ 部 １ 部 ８ 部 
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⑳ 
【 提案事業】 オープンイ ノ ベーショ ン・ 企業間

連携交流支援事業の考え方と 具体的な取組 
様式 29 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉑ 
【 提案事業】 スタ ート アッ プ支援事業の具体

的な取組 
様式 30 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉒ 
【 提案事業】 セン タ ーメ ディ ア事業の具体的

な取組 
様式 31 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉓ 
【 提案事業】 セン タ ー施設貸出事業の具体的

な取組 
様式 32 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉔ 
【 提案事業】 創立 10 周年記念事業の具体的な

取組 
様式 33 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉕ 
【 提案事業】 目標管理及び評価指標（ KPI ） の

設定に関する考え方と 具体的な内容 
様式 34 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉖ 【 提案事業】 その他の提案事業 様式 35 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉗ 自主事業計画に関する考え方と 提案内容 様式 36 １ 部 １ 部 ８ 部 

その他 

㉘ 
区内中小企業の活用、 シルバー人材セン タ ー

活用等の高齢者の雇用促進に向けた取組 
様式 37 １ 部 １ 部 ８ 部 

㉙ 
今後の障害者法定雇用率の達成見込みと 障害

者の雇用促進に向けた取組 
様式 38 １ 部 １ 部 ８ 部 

（７）提出書類に関する留意事項 

ア 申請書類、 計画書類提出後の内容変更は、 提出締切日まで受け付けます。  

イ  上記のほか、 区が必要と する書類の提出を求めるこ と や、 ヒ アリ ングを 実施す

る場合があり ます。  

ウ 申請書類等の著作権は、 作成し た団体に帰属し ます。 ただし 、 提出さ れた応募

書類は返却でき ません。 区の責任において一定期間保管後、 廃棄し ます。  

エ 提出書類の文字フ ォ ント 及びサイ ズは、 Ｕ Ｄ フ ォ ント 、 11 ポイ ント 以上と し 、

Ａ ４ 判で作成し て下さ い。  

オ フ ァ イ ルの表紙と 背表紙には「 港区立産業振興センタ ー指定管理者申込書類一

式」 と 記入、 正本、 副本①、 副本②をそれぞれ表示し 、 正本のみ、 法人名を 明記

し たシールを 貼付し てく ださ い。  

カ  副本①は正本を そのまま複写、 副本②については、 法人名など応募事業者が特

定でき る部分を マスキング（ 黒塗り ） のう え、 提出し てく ださ い。  

キ 上記のほか、 電子媒体（ Ｃ Ｄ －Ｒ ） に正本及び副本①②を 入力し たも のを１ 部

提出し てく ださ い。  

ク  区は、 指定管理者の選考結果及び提案内容等を公表する場合、 その他区が必要

と 認めると き は、 無償で提出書類の全部又は一部を 使用でき るも のと し ます。  

  ただし 、 公開するこ と により 応募者に明ら かに不利益を 与えると 認めら れる書

類については公表し ません。  

ケ 提出書類に虚偽の記載があっ た場合は、 失格と し ます。  

（８）応募に関する留意事項 

ア 本要項に定める手続き 以外の手法により 、 選考委員又は関係者に本選考に対す
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る助言等を 直接または間接的に求めた場合は、 失格と なる場合があり ます。  

イ  応募書類を 提出し た後、 辞退する場合は、 辞退届（ 様式自由） を提出し てく だ

さ い。  

ウ 提案や指定後の協議に対し ての参加報酬・ 交通費及び受託のための準備等に係

る経費は、 応募者の負担と し ます。  

エ 共同事業体による応募の場合、 代表団体及び構成団体の変更は原則と し て認め  

ません。  

（９）質疑の受付及び回答 

ア 質問書の受付 

所定の質問書に必要事項を 記入し 、 下記の提出先に、 メ ールで送信し てく ださ

い。 送信未達を防ぐ ため、 事後に電話にて連絡を お願いし ます。 こ れ以外での方

法（ 持参、 郵送、 電話、 口頭等） 又は、 期間を 過ぎたも のは受け付けません。  

( ア)  質疑受付期間 令和８ 年２ 月 16 日（ 月） ～令和８ 年３ 月６ 日（ 金）（ 必着） 

午前９ 時から 午後５ 時まで 

( イ )  提 出 先   港区 産業振興課 経営支援係 二宮、 出口 

電話： ０ ３ （ ６ ４ ３ ５ ） ４ ６ １ ３  

メ ールアド レス shoukou3@ci t y. mi nat o. t okyo. j p 

イ  質問回答 

令和８ 年３ 月 13 日（ 金） を 目途に、 全ての質疑に対する回答書を メ ールで送信

し ます。 港区ホームページでも 公表し ます。 なお、 回答の際は、 質問を し た団体

名は公表し ません。  

こ の回答書は、 本要項と 一体のも のと し て、 要項と 同様の効力を 有し ます。 な

お、 意見の表明と 解さ れるも のや質疑の内容（ 質問内容が不明瞭なも の） によっ

ては、 回答し ないこ と があり ます。  

（10）申請書類の受付 

申請を 希望する法人又は団体は、 次により 申請し てく ださ い。  

区にこ れら の書類を提出し た事業者を申請者と し ます。  

ア 提出期間 令和８ 年２ 月 16 日（ 月） から ５ 月 22 日（ 金） まで 

         平日の午前９ 時から 午後５ 時まで 

※ 申請書類の確認を行いますので、 提出に際し ては、 事前に下記

に連絡の上、 指定さ れた日時に来所願います。  

※ 申請書類は郵送でも 受付可能ですが、 提出期限日までの必着と

し ます。（ 郵便事故等であっ ても 、期限日までに届いていない場

合は、 受付でき ません。 到達確認の可能な方法で送付する か、

以下提出先まで電話にて到達確認を 行う など、期限日までに確

実に届く 方法で送付し てく ださ い。）  

※ 申請書類、 計画書類提出後の内容変更は、 提出締切日まで受け

付けます。  

  イ  提 出 先 港区芝五丁目３ ６ 番４ 号 札の辻スク エア８ 階 

         港区 産業振興課 経営支援係 二宮、 出口 

電話： ０ ３ （ ６ ４ ３ ５ ） ４ ６ １ ３  
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２ 指定管理者候補者の選考・選定  

（１）指定管理者候補者の選考 

ア 指定管理者候補者は、「 港区立産業振興セン タ ー指定管理者候補者選考委員会

（ 以下、 選考委員会と いう 。）」 において選考し ます。  

イ  審査方法は、 応募者から 提出さ れた書類による第一次審査と 、 第一次審査通過

者に対するプレ ゼンテーショ ン等を含めた第二次審査を 予定し ています。  

ウ 審査の過程において、 事業所の視察を行う こ と も あり ます。  

エ 審査の結果、 ふさ わし い候補者がいない場合、 選考し ない場合があり ます。  

オ 指定管理者候補者と し て選考さ れた事業者は、 辞退するこ と はでき ません。  

（２）指定管理者候補者の選定 

ア 選考委員会が選考し た指定管理者候補者について、 全庁的な視点から 港区指定

管理者選定委員会で審議し た上で、 区と し て指定管理者候補者を 選定し ます。  

イ  指定管理者と し て指定さ れる までの間に候補者に事故のあると き は、 選定さ れ

なかっ た応募者のう ちから 新たに候補者を 選定するこ と があり ます。  

    ウ 指定管理者の指定は、 港区議会での議決を経て行います。  

（３）基本的な選考基準 

ア 安定的な経営基盤を有し ているこ と について 

（ 公認会計士による財務状況、 資金・ 収支計画分析を 実施し ます。）  

イ  類似施設の管理運営実績について 

ウ 資金・ 収支計画書及び受託経費見積書について 

エ 管理運営計画について 

（ ア） 施設運営に関する基本的な考え方、 管理運営体制（ 職員体制・ 勤務体系）  

（ イ ） 統括責任者（ 施設長） 予定者の勤務実績と 責任者の配置に関する基本的な考

え方 

（ ウ） 職員の確保・ 育成に対する考え方、 苦情解決及びサービス評価の取組、 顧客

満足度（ CS） への具体的な取組 

（ エ） 個人情報保護に関する考え方と 具体的な取組 

（ オ） 災害や事故等の危機管理における利用者の安全・ 安心の確保と 、 区民避難所

開設時の管理運営体制整備に関する基本的な考え方と 具体的取組 

（ カ ） 再委託を 予定し ている業務 

（ キ） 地域や複合施設と の連携 

オ 事業運営について 

（ ア） 中小企業の経営支援に関する考え方と 具体的な取組 

（ イ ） 中小企業の人材育成及び人材確保の支援並びに中小企業への就労の支援に関

する考え方と 具体的な取組 

（ ウ） 中小企業の勤労者福祉の向上に関する考え方と 具体的な取組 

（ エ） 創業及び新たな事業の創出の支援に関する考え方と 具体的な取組 

（ オ） 企業間及び企業と 大学、 その他の研究機関の連携支援に関する事業に関する

考え方と 具体的な取組 
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（ カ ） 産業情報及び観光情報の収集・ 発信に関する考え方と 具体的な取組 

（ キ） センタ ー施設の利用に関する考え方と 具体的な取組の提案 

（ ク ） 人的資本経営事業に関する考え方と 取組の提案 

（ ケ） アント レ プレ ナー育成事業に関する考え方と 具体的な取組の提案 

（ コ ） オープンイ ノ ベーショ ン創出支援事業・ 企業間連携交流事業に関する考え方 

（ サ） スタ ート アッ プ支援事業に関する考え方と 具体的な取組の提案と 具体的な取

組の提案 

（ シ） センタ ーメ ディ ア事業に関する考え方と 具体的な取組の提案 

（ ス） センタ ー施設貸出事業に関する考え方と 具体的な取組の提案 

（ セ） 創立 10 周年記念事業に関する基本的な考え方と 具体的な取組の提案 

（ ソ ） 目標管理及び評価指標（ KPI ） の設定の考え方と 具体的な取組 

（ タ ） その他の事業に関する考え方と 提案内容 

（ チ） 自主事業に関する考え方と 提案内容 

カ  その他 

 （ ア） 区内中小企業の活用、 シルバー人材センタ ー活用等の高齢者の雇用促進に向 

けた取組 

（ イ ） 今後の障害者法定雇用率の達成見込みと 障害者の雇用促進に向けた取組 

（４）審査結果の通知 

審査結果は、 第一次審査、 第二次審査と も に応募者全員に文書で通知し ます。  

（５）第二次審査用資料の提出 

第一次審査通過者は、 第二次審査におけるプレ ゼンテーショ ン用資料の提出を求

める場合があり ます。 詳細は、 第一次審査通過者に連絡し ます。  

Ⅳ 決定後の手続き 

１ 基本協定書・年度協定書  

（１）協定の締結 

区議会の議決を経た後、 指定管理者と し て指定し 、 区は指定管理者と 協定を 締結

し ます。  

締結する協定書は、 指定期間を 通し た包括的な施設の管理・ 運営に関する基本的

事項を規定する基本協定書と 、 年度ごと の管理・ 運営業務や指定管理料に関する事

項を 規定する年度協定書の２ 種類です。  

（２）基本協定書の主な事項 

ア 指定期間 

イ  業務の範囲 

ウ 施設の運営 

エ 施設の維持管理 

オ 区が支払う べき 経費 

カ  保険の加入 

キ 自主事業（ ※自主事業がある場合）  
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ク  区と 指定管理者の役割分担 

ケ 業務の再委託 

コ  事業計画書、 事業報告書等の提出 

サ 業務の引継ぎ 

シ 利用者アンケート 実施 

ス モニタ リ ング 

セ 第三者評価 

ソ  緊急時の対応 

タ  環境への配慮 

チ 管理運営業務を 行う に当たっ て保有する個人情報の保護及び関係書類の整理・

保管 

ツ 情報セキュ リ ティ  

テ 指定の取消し 及び管理業務の停止 

ト  損害賠償 

ナ 権利義務の譲渡の禁止 

ニ 目的外使用の禁止 

ヌ  施設・ 設備等の原状回復 

ネ 区と 指定管理者の管理責任の分担 

ノ  その他区長が必要と 認める事項 

（３）年度協定書の主な事項 

  ア 目的 

イ  協定の期間 

ウ 指定管理料の額 

エ 指定管理料の支払 

オ 指定管理料の清算 

カ  協議 

 

２ 災害時協定 

（１）協定の締結 

港区内で地震等の災害が発生し た際の応急対応を迅速かつ的確に行う ため、 区と

指定管理者は災害時協定を 締結し 、 災害時等における役割分担を明確にし ます。  

（２）災害時協定書の主な事項 

ア 災害の範囲 

イ  区民避難所の運営支援業務 

ウ 要請期間及び方法 

エ 協力履行の義務及び免除 

オ 費用負担 

カ  損害補償 

キ 災害時の情報共有 

ク  守秘義務 
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ケ 平時から の備え 

コ  協議 

サ 効力 

 

３ 事業計画書及び収支予算書の作成 

（１）事業計画書及び収支予算書の作成 

年間の事業計画書及び収入・ 支出の概算予定書の提出等 

（２）事業報告書及び収支決算書の作成 

区が指示する事業報告書の提出（ 毎月の施設利用実績、 施設の維持管理業務の実 

績等）、 収支決算書の提出等 

 

４ 業務の引継ぎ等  
指定管理者は、 指定期間開始前の期間内に準備業務を行う も のと し ます。 特に利用 

者にと っ て円滑に新たな指定管理者への移行を 実現するため、 区や関係機関と 指定管

理者による移行準備を 実施し てく ださ い。  

指定期間終了時又は指定の取消し によっ て管理運営業務が終了する際は、 次期指 

定管理者が円滑かつ支障なく 業務を 遂行でき るよう 引継業務を 実施し てく ださ い。  

指定管理者が変更と なる場合には、 新たな指定管理者は、 事業者が交替するこ と に 

より 、 利用者に不安や影響を 与えないよう 、 入念な引継ぎに努めてく ださ い。  

引継ぎ等に係る経費は、 区が経費を 負担する項目（ 利用者・ 入所者の個人情報に関 

する引継ぎなど、 指定期間開始前の一定の期間、 当該施設で直接引継ぎを 行う 必要が

あるも の） を除き 、 新たな指定管理者が負担し ます。  

  ※ 労働環境確保策の一環としての雇用継続について 

 新たに指定管理者と なる事業者は、 当該指定管理の協定締結前から 当該業務に従

事し ていた職員のう ち希望する労働者について、 新たに指定管理の協定を締結する

事業者による継続雇用をお願いし ます。  
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５ 情報の公表 
（１）応募書類等 

公募時に提出さ れた書類は、 理由のいかんを問わず返却し ません。 申請書類、 計

画書類等の著作権は、 申請者に帰属し ます。  

ただし 、 区は公表等する場合には、 申請書類、 計画書類等の内容を無償で使用で

き るも のと し ます。   

なお、 申請書類、 計画書類等は、 港区情報公開条例の規定による開示請求の対象

と なり ます。  

（２）選考・選定過程の情報 

指定管理者候補者の選考・ 選定過程に関する情報（ 選考委員会報告書、 公募時質

問項目、 選考委員会会議録・ 選定委員会会議録等） は、 原則公表し ます。 なお、 事業

者名については、 決定事業者のみ公表の対象と し ます。  

 

（３）指定管理業務に関する情報 

基本協定書、 年度協定書、 事業計画書等の事業運営に係る書類、 第三者評価及び

労働環境モニタ リ ングの結果等、 指定管理業務に関する情報は原則公表し ます。  

 

※ 協定締結後、 指定の開始までの期間、 引継ぎ業務が発生するこ と を明記し 、 具体

的な内容を 示し ます。  

【 区が経費を 負担する引継ぎ項目等】  

引継期間 

（ 上限）  
考え方 

６ か月 
利用者の個々の状況に応じ たき め細やかな引継ぎが必要で、 当

該施設でし か行えない業務がある場合 

３ か月 

上記を 除き 、 施設職員が利用者に直接接する機会が多く 、 利用

者の状況に応じ た引継ぎが必要で、 当該施設でし か行えない業

務がある場合 

２ か月 

安全を 確保するために重要と なる設備（ 防災セン タ ー） や区独

自の情報システム（ 施設予約システム） などで、 当該施設でし

か行えない業務がある場合 

※ 引継期間については、 施設の開設時期、 施設のグループ化、 施設規模や複合施設

の施設特性など指定管理者変更に伴う 利用者への影響などを総合的に考慮し 、 上

記の期間を 原則と し て、「 ６ か月」 を 限度に所管部門において適切な期間を検討し

ます。  

※ 区が負担する業務の引継ぎ等にかかる経費の見積書については、 指定管理料の見

積書と は別に提出さ せてく ださ い。（ 指定期間前に行う 引継ぎ等の業務は、指定管

理料と し て支払う こ と はでき ません。）  
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６ モニタリング等の実施  

（１）モニタリングの実施 

指定管理者は、 毎月の業務実績等の報告書を定めら れた期日までに提出し 、 区へ

報告し ます。 区は報告に基づき 施設の運営状況等を確認し ます。 また、 指定管理者

に対する月次モニタ リ ングと し て、 チェ ッ ク シート 等を 活用し 、 施設の運営状況等

の把握に努めます。  

また、 指定管理者は、 施設利用上の問題等の解決策を 検討し 、 業務を 円滑に実施

するため、 必要に応じ て、 情報交換や業務の調整を図る場を 設けます。  

こ のほか、 指定管理者は、 利用者懇談会などを開催し （ おおむね２ か月に 1 回程

度）、 意見箱の設置等による利用者等の意見・ 要望の聴取等、 利用者ニーズの把握を

行います。  

区が行う モニタ リ ングは、 月次モニタ リ ング及び年度終了時モニタ リ ング等があ

り 、 毎年度の管理運営実績については、 指定管理施設評価票と し て取り まと め、 ホ

ームページで公表し ます。  

（２）第三者評価の実施 

区は、 指定管理者に対し 、 指定期間の中間年に１ 回、 第三者評価機関又はこ れに

類するも のによる評価の受審を 義務付け、 その結果を 業務運営の改善指導に活用し

ます。 第三者評価機関と の契約は区が行います。 なお、 福祉施設については、 東京

都の制度があり 、 対象施設については、 定めら れた受審頻度を 遵守し てく ださ い。 

（３）労働環境モニタリングの実施及び賃金給付状況シートの提出 

区は、 公の施設と し て利用者の安全・ 安心の確保を はじ め、 区民・ 利用者サービ

ス維持・ 向上の観点から 、 指定期間の２ 年目に社会保険労務士による労働環境モニ

タ リ ングを実施し ます。 社会保険労務士と の契約は区が行います。  

また、 施設で勤務する職員（ 業務の一部を 第三者へ再委託をする場合に施設で勤

務する職員も 含む。） に支給さ れる賃金について、最低賃金水準額を 満たし ているか

確認をするため、 職種ごと に最も 低額の賃金の支給を 受けている職員に関する賃金

状況給付シート の提出が必要と なり ます。  

（４）監査の実施 

ア 地方自治法第 199 条第７ 項の規定により 、区長又は監査委員が必要と 認めると

き は、 指定管理者が行う 管理業務に係る出納関連の事務について、 監査を 行う こ

と があり ます。  

イ  港区では、 公正性、 透明性を より 一層確保するため、 平成 13 年度から 外部監

査人（ 公認会計士や弁護士等） による包括外部監査を実施し ています。 公の施設

の管理に関する業務に関し 、 包括外部監査の対象と なる場合があり ます。  

７ 指定の取消し等  

（１）改善勧告・改善報告 

区は、 モニタ リ ング等を 通じ て、 必要に応じ て業務改善等を指導し ますが、 指定

管理者が当該指導に従わない場合や業務の改善が図ら れない場合は、 地方自治法第
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244 条の２ 第 10 項の規定に基づき 、直ちに改善措置を 講じ るよう 勧告するこ と がで

き ます。 勧告がなさ れた場合、 指定管理者は直ちに改善措置を 講じ 、 結果を区に報

告する必要があり ます。  

（２）指定の取消しと業務の停止 

区は、 指定の取消し と 業務の停止については、 港区立産業振興センタ ー条例第 23

条に定めており 、 次のいずれかに該当する場合は、 指定の取消し 又は業務の停止を

命じ るこ と があり ます。  

その結果、 区に損害・ 損失又は新たに区が負担するこ と と なる費用が生じ たと き

は、 指定管理者がその賠償の責めを負う 場合があり ます。 また、 指定管理者に損害

が生じ ても 、 区はその賠償の責めを負いません。  

ア 指定管理者がⅢ１ （ １ ） に該当し なく なっ たと き  

イ  本業務の遂行に際し 、 不正行為があっ たと き 。  

ウ 区に対し 虚偽の報告を し 、 又は正当な理由なく 報告等を 拒んだと き 。  

エ 指定管理者が区と の協定の内容を 履行せず、 又はこ れら に違反し たと き 。  

オ 区が行う 施設への調査に応じ ず、 又は虚偽の報告を し 、 若し く は調査を 妨げた

と き 。  

カ  調査の結果に基づく 区の改善指示に、 正当な理由なく 従わないと き 。  

キ 応募書類の内容に虚偽があるこ と が判明し たと き 。  

ク  違法行為や非行行為に関与するなど、 当該指定管理者に管理業務を 行わせてお

く こ と が、 社会通念上不適当と 判断さ れると き 。  

ケ その他指定管理者の責めに帰すべき 事由により 、 業務の継続が困難になっ たと

き 。  

コ  指定管理者から 協定解除の申出があり 、 その理由を 合理的なも のと 認めたと き 。 

サ 不可抗力の事由により 、 業務の継続が困難になっ たと き 。  

（３）事業の継続が困難となった場合の措置 

ア  事業の継続が困難と なり 、 指定が取り 消さ れる場合でも 、 次の指定管理者が円

滑かつ支障なく 施設の管理運営業務を遂行でき るよう 、 適切な引継ぎを行わなけ

ればなり ません。  

イ   不可抗力等、 指定管理者の責めに帰すこ と のでき ない事由により 事業の継続が

困難と なっ た場合は、 管理継続の可否について協議するこ と と し ます。  

 

 

 

 

 

問合せ先 
 

 

 

 

〒１ ０ ８ －０ ０ １ ４  港区芝五丁目３ ６ 番４ 号 札の辻スク エア８ 階 

港区産業・ 地域振興支援部産業振興課経営支援係 担当： 二宮・ 出口 

電話： ０ ３ （ ６ ４ ３ ５ ） ４ ６ １ ３    

メ ールアド レス： shoukou3@ci t y. mi nat o. t okyo. j p 
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